
 別冊資料  
 

 

 

 

 

 

平成２８年度 

 

地域包括支援センターの運営状況報告 

 

 

 

 

 

 
佐賀中部広域連合 

【第７期】 第３回策定委員会資料 

  



 

目    次 

 

平成２８年度 地域包括支援センターの運営状況報告 

 ◎平成２８年度 地域包括支援センター運営状況の集約・・・・・・・・・・・１ 

 ◎平成２８年度 地域包括支援センターの設置状況・・・・・・・・・・・・・２ 

 ◎地域包括支援センター実施報告 

 Ⅰ．包括的支援事業実績報告・目標 

（平成２８年度実績及び平成２９年度の活動目標） ・・・・・・・・・・・３ 

  １．介護予防ケアマネジメント・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

  ２．総合相談支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  ３．権利擁護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

  ４．包括的・継続的ケアマネジメント・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

    （併記 介護予防支援業務の請求件数） 

 Ⅱ．指定介護予防支援業務における委託件数及び委託先事業所の状況・・・・２８ 

 

 

平成２８年度 介護予防事業・任意事業の実施状況 

 ◎平成２８年度介護予防事業・任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・３１ 

 ◎平成２８年度介護予防事業・任意事業の実施状況の集約 

  ・佐賀市 

    Ⅲ 介護予防事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 

    Ⅳ 任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 

  ・多久市 

    Ⅲ 介護予防事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

    Ⅳ 任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

  ・小城市 

    Ⅲ 介護予防事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

    Ⅳ 任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 

  ・神埼市 

    Ⅲ 介護予防事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

    Ⅳ 任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６ 

  ・吉野ヶ里町 

    Ⅲ 介護予防事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

    Ⅳ 任意事業の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 



- 1 - 

 

◎平成２８年度地域包括支援センター運営状況の集約 

Ⅰ 包括的支援事業 

（１）介護予防ケアマネジメント業務 

二次予防事業の対象者に対して、介護予防事業その他の適切な事業が包括的かつ

効率的に実施されるような援助を行いました。 

二次予防事業の対象者数（決定者数） ３，３２６人 

 

（２）総合相談支援業務 

（３）権利擁護業務 

地域における総合相談窓口として、高齢者に関する様々な相談を受け、適切なサ

ービス機関や制度の利用に繋げる等の支援を行いました。また、専門的・継続的な

視点から、高齢者の権利擁護のため必要な支援を行いました。 

相談内容 件数 

①介護保険その他の保健福祉サービスに関すること １７，７７２件 

②権利擁護（成年後見制度）に関すること ３４０件 

③高齢者虐待に関すること ８９件 

合計 １８，２０１件 

 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント業務 

地域の関係機関と連携・協力の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援

などを実施しました。 

 

Ⅱ 指定介護予防支援業務 

地域包括支援センターは包括的支援業務を実施するとともに、指定介護予防支援

事業所として要支援者が介護予防サービス等の適切な利用を行うことができるよ

う介護予防支援業務を実施しました。 

介護予防支援業務 件数 

平成２９年３月の請求件数（直接） ３，４７３件 

      〃     （委託） １，０９５件 

合計 ４，５６８件 
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◎平成２８年度地域包括支援センターの設置状況 

保健師
社会

福祉士

主任
介護

専門員

1 佐賀 勧興・神野 18,092 4,547 25.1% 365 98 3 2 2 4 11

2 城南 赤松・北川副 20,574 5,608 27.3% 419 95 1 1 1 3 6

3 昭栄 日新・嘉瀬・新栄 21,457 6,266 29.2% 497 95 1 1 1 3 6

4 城東 循誘・巨勢・兵庫 29,540 6,368 21.6% 483 124 2 1 1 4 8

5 城西 西与賀・本庄 18,145 4,692 25.9% 358 102 1 1 1 1 4

6 城北 高木瀬・若楠 22,064 6,084 27.6% 470 137 2 1 1 1 5

7 金泉 金立・久保泉 8,377 2,826 33.7% 188 70 1 1 0 1 3

8 鍋島 鍋島・開成 23,060 4,847 21.0% 279 116 2 1 1 1 5

9 諸富・蓮池 諸富町・蓮池 12,452 3,985 32.0% 304 131 1 1 1 2 5

10 大和 大和町 22,737 6,026 26.5% 376 132 1 2 1 2 6

11 富士 富士町 3,827 1,509 39.4% 109 99 1 1 1 0 3

12 三瀬 三瀬村 1,292 482 37.3% 33 39 0 1 0 0 1

13 川副 川副町 16,408 5,242 31.9% 379 210 1 2 1 1 5

14 東与賀 東与賀町 8,475 2,090 24.7% 161 50 0 1 1 1 3

15 久保田 久保田町 8,021 2,035 25.4% 150 115 1 1 0 3 5

234,521 62,607 26.7% 4,571 1,613 18 18 13 27 76

多
久
市

16 多久市 多久市 19,813 6,532 33.0% 443 339 1 1 1 3 6

17 小城北 小城町・三日月町 29,944 7,471 24.9% 479 249 1 1 1 3 6

18 小城南 牛津町・芦刈町 15,619 4,629 29.6% 293 236 2 1 1 2 6

45,563 12,100 26.6% 772 485 3 2 2 5 12

19 神埼 神埼町 19,067 5,305 27.8% 320 257 3 2 2 3 10

20 神埼北 脊振町 1,560 625 40.1% 48 23 1 0 0 0 1

21 神埼南 千代田町 11,435 3,456 30.2% 228 161 2 1 1 2 6

32,062 9,386 29.3% 596 441 6 3 3 5 17

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里 吉野ヶ里町 16,121 3,754 23.3% 229 448 1 2 1 1 5

348,080 94,379 27.1% 6,611 3,326 29 26 20 41 116

担当地区の概要 平成２８年度（3月現在）職員数

介護
予防
支援
担当

合　　　計

小
城
市

神
埼
市

合計

全包括　合計

合計人口

高齢者
数

（65歳
以上）

高齢化
率

要支援
認定者

数

二次予防事業
対象者数

（決定者数）

地域包括支援センター担当地区
地域包括支援

センター
市
町

合　　　　計

佐
賀
市
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Ⅰ．包括的支援事業実績報告・目標（平成２８年度実績及び平成２９年度の活動目標） 

１．介護予防ケアマネジメント 

 

具体的な取り組み

①二次
予防事
業の決
定者数

活動目標 具体的な計画

1 佐賀

基本チェックリストの該当者
（二次予防事業対象者）に
は、原則訪問し、保健指導
の実施と介護予防の啓発、
介護予防事業への参加に
繋げた。生活･介護支援サ
ポーターや民生委員等と連
携して地域で介護予防の
取り組みが出来る人材や場
所を発掘し、介護予防教室
を開催した。教室終了後は
自主的に教室を続けること
が出来るよう支援を行った。

98

訪問活動や、地域における
講話等の機会を通して、保
健指導の実施・介護予防に
向けた取り組み等の紹介を
行う。地域の中における住
民グループが、自主的に介
護予防に向けた取り組みが
出来るよう働きかけを行う。
要支援者に自立支援のケア
マネジメントを提案し、介護
予防・自立支援を目指して
いく。

事業対象者等に対する保健
指導・介護予防の啓発、介
護予防事業への参加勧奨、
その他取り組みへの紹介を
行う。民生委員や生活・介
護支援サポーター、介護予
防に関する取り組みを主体
的に行う住民グループと連
携し、介護予防教室の開
催、自主的活動に向けた支
援を行う。ケアプラン作成・
チェックを通して、自立支援
に向けた助言等を行う。

2 城南

市町村の対応や地域の実
情を踏まえ、連携を取り、課
題を高齢者とともに共有し
ていった

95

総合相談を通じ、介護予防
のためのスクリーニングを行
う

総合事業移行に備え、本人
の状況に応じ介護予防に繋
げる

3 昭栄

地域のサロン開催場所や老
人会、地区の集会などに積
極的に参加し「顔のみえる
関係」から、地区での「元気
アップ教室」の構築などに
支援できるように努めた。

95

「元気アップ教室」の参加勧
奨や地域版の立ち上げの支
援、総合支援事業の説明、
地区への健康講和などを行
い、地区住民の健康な状態
の維持、向上に努める

「元気アップ教室」の事業説
明や参加者の募集を行い、
有効な教室に繋がるように
支援、活動を行っていく

4 城東

教室参加の日時や場所、
内容を伝え、一人一人に
合った指導が専門的にでき
るように取り組み、体力づく
りや気分転換が継続的にで
きるよう支援ができた。

124

予防給付と介護予防事業を
一体的に実施し介護状態に
なることの予防。

定期的な外出や運動の機
会を作り、地域での自主的
な活動ができるよう促してい
く。

5 城西

・公民館行事での健康教
育、チェックリストの実施
・訪問時の保健指導
・正しい病識の有無の確認
→必要であれば指導
・周辺施設職員に対する講
義等

102

昨年度行ってきた公民館等
での健康教育やチェックリス
トの実施範囲を拡大し、より
多くの住民の意識改革や行
動変容を図っていく。

・公民館等での積極的な健
康教育の実施
・サロン等でのチェックリスト
の実施
・生活支援コーディネーター
との連携

佐
賀
市

市
町

包括名

平成28年度 平成29年度
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6 城北

・要支援者や元気づくり高
齢者に対して自立に向けた
支援はできているか再確認
した。
・サロン会や老人会等の地
域の活動へ参加し予防の
必要性を説明した。

137

行政や地域と連携を図り、
地域の予防事業状況を把握
し、地域の人へ予防の必要
性を伝える。

・行政や地域の民生委員、
役員と連携をは図り、情報
把握に努める。
・サロン会や老人会等で予
防の大切さを伝える。

7 金泉

元気アップ教室を始め、介
護予防の推進に努め、介護
保険及び介護保険外の社
会資源について情報提供
を行った。介護予防・日常
生活支援総合事業への研
修会等に参加し、広域連合
の方針に適切に従うことが
できるよう方針や業務内容
の理解に努めた。

70

介護予防サービス、介護予
防・日常生活支援総合事業
に関するマネジメントを行
い、地域の中で高齢者本人
が主体的に取り組むことをサ
ポートし、心と身体の健康づ
くりができるよう支援する。

各月総合事業対象者の確
認を行い、１年をかけて確実
に移行できるよう努める。ま
た、元気な高齢者作りを目
指し、一般介護予防事業が
地域に根付くよう普及啓発
に取り組み、一人ひとりに
合った健康づくりを推進す
る。

8 鍋島

介護予防に関する取り組み
や、元気アップ教室への参
加勧奨を継続していく。地
域版元気アップや一次予防
事業への参加について理
解を深めてもらうよう説明会
等を行った。

116

介護予防についての広報・
啓発活動を継続していく。

地域ごとの取り組み状況を
把握していきながら、元気
アップ教室等の参加勧奨を
行っていく。介護予防の取り
組みについて理解を広めな
がら、地域版等居場所づくり
を推進していく。

9
諸富・
蓮池

地域事業所や社協の協力
を得ながら、公民館単位に
出かけ、主に運動習慣の改
善、指導を実施した 131

生活支援コーディネーター
と協力し地域の現状把握に
努める。介護予防の大切さ
を呼びかける。

地域の事業所や社協等と連
携し、自治会館単位での活
動へ出向き、現状把握のた
めの情報収集を行う。介護
予防の大切さを呼びかけ
る。

10 大和

基本チェックリスト該当者に
電話や訪問し状況確認、周
知活動を行い教室参加に
繋がるよる対応。地域版元
気アップ教室に対しては老
人会やサロンで紹介し、地
域の公民館で開催できるよ
うバックアップを行う。自主
化のフォローは、包括職員
他、町内の医療機関（PT）
や施設の介護職員の協力
を得ながら行った。

132

一般介護予防教室参加の
周知活動を行い参加に繋げ
ていく。地域での元気アップ
教室の紹介等を老人会、サ
ロンで行い、介護予防の取
り組みや意識づけを行う。

今年度、一般介護予防とし
て教室の種類、参加対象者
も幅広くなった為健康面、生
活の質の維持ができるようそ
の方にあった教室を紹介し
ていく。自治区公民館での
地域版では新規開催を含め
１１教室のフォローを行って
いく。

佐
賀
市
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11 富士

介護保険だけでは高齢者
を支えきれない現実を見極
め、地域の方々と共に、高
齢者の課題を共有し、見守
り、支え合う体制作りを進め
た。

99

高齢者が地域の中で可能な
限り自立した生活が送れる
よう支援する。

元気づくり高齢者や対象者
に対しては継続的な支援を
行う。また地域の隠れたニー
ズを把握するため周知活動
や訪問活動を行う。

12 三瀬

基本チェックリストの該当者
宅への訪問や声掛けの継
続と見守りネット等の関係
機関からの情報提供を受け
たケースへの訪問活動を行
い、状況やニーズの把握、
必要に応じて二次予防事
業につなげた。

39

目標：対象者の情報収集を
行い、介護予防ケアマネジメ
ントへつなげていく。
計画：相談や自宅訪問等に
て、情報を収集して、支援に
つなげていく。

相談や自宅訪問等にて、情
報を収集して、把握し、必要
に応じて、支援につなげるよ
うにしていく。

13 川副

介護予防に資するフォーマ
ル・インフォーマルの近隣事
業を把握し情報の提供を
行った。

210

目標：介護予防の大切さを
普及啓発する
計画：地区の老人クラブ・ふ
れあいサロン他団体の催し
ごとに参加し、介護予防の
普及啓発を行う
第1号介護予防支援事業の
理解と関係機関との連携

・所属内で介護予防ケアマ
ネジメントについて勉強会を
改めて行う。→２回/月抄読
会実施
・自立につながる応援の仕
方(個々への対応)を検討す
る。→事例検討会
・介護予防ケアマネジメント
が効果的なものとなる様関
係機関と連携する。

14 東与賀

自立支援に資するプラン作
成のために各種研修会等
への参加により職員の知
識・技術の向上を図った。
また、新しい総合事業に対
する理解を深めるとともに、
その準備を行った。

50

利用者の自立支援に向けた
ケアプランの作成につとめ
る。

自立支援に資するプラン作
成のために各種研修会等へ
の参加により職員の知識・
技術の向上を図る。

15 久保田

地域サロンや地域版元気
アップ教室の拡大を行うこと
で、閉じこもり予防や見守り
の目を増やすことに繋がる
ことから、地域の高齢者の
状態把握を行った。

115

地域サロンや老人会等を通
し地域の高齢者の実態把握
を行い、介護予防に対する
住民の意識を高める。また
現在の地域版元気アップ教
室が継続的に行われるとと
もに更なる拡大に努める。

地域サロン等での講話や体
操、新規に地域版元気アッ
プ教室を開始する地域の支
援を行うことで、地域住民の
介護予防の意識向上を図
る。現在の地域版元気アッ
プ教室が継続的に行われる
よう、定期的に出向いたり、
関係者と連絡を取りながら
継続的な支援を続ける。

1,613

佐
賀
市

佐賀市　計
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多
久
市

16 多久

相談窓口や健診時の聞き
取り、基本チェックリストの郵
送、訪問活動を継続実施
し、主体的に介護予防に取
り組めるよう啓発及び介護
予防教室その他の地域活
動参加への働きかけを行っ
た。
住民主体の介護予防活動
の促進のため、市民に向け
いきいき百歳体操事業説明
会を実施し、モデル地区2ヶ
所で事業展開した。

339

総合事業におけるマネジメ
ントの在り方として、自立支
援に向けたケアマネジメント
が行えるよう実践において、
意識づけができる。

包括支援センタースタッフ、
市内介護支援専門員間の
研修会の実施や情報交換
会の実施。ケアマネジメント
における相談支援

339

17 小城北

・身体リセットおたっしゃ健
康体操の継続
・介護予防の必要性を理解
してもらえるように出前講座
を行った
・二次予防教室参加者にお
いて、介護予防についての
モチベーションの維持・向
上を図るため、定期的な面
談を行った

249

高齢者が介護予防について
積極的に取り組めるよう意識
づけを行う。

＃１．身体リセットおたっしゃ
健康体操の継続
＃２．介護予防教室(元気
アップ教室等）の参加者に
おいて、介護予防への意識
を高めるよう関わるとともに、
教室終了後も介護予防活動
が継続できるよう情報提供を
行う。

18 小城南

１.介護予防教室の介護予
防プランの作成・評価を実
施・事業終了後も高齢者が
セルフケアを継続できるよう
に一般介護予防事業の紹
介・助言を行った。
２.チェックシート等を活用し
生活行為の自立支援を目
指したプラン作成を行った。

236

介護予防を目的とし、地域
で出来るだけ自立した生活
が送れるように支援する。
１、適切な介護予防ケアマネ
ジメントが行えるよう、研修参
加等によりスキルアップを目
指す。
2、介護予防の推進

１、研修参加については随
時検討し積極的な参加を行
う。
2、出前講座、市の広報誌
や法人の広報誌を活用し地
域住民への周知を行う。

485

多久市　計

小
城
市

小城市　計
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19 神埼

要支援、要介護の認定を受
けていない70歳以上の方を
3歳刻みの年齢で対象とな
るものに対し、郵送にて基
本チェックリストを送付し回
収し、訪問および電話での
二次予防事業への参加勧
奨を行った。

257

利用者の心身の状況や選
択に基づき、地域における
介護予防事業等を含めた適
切なサービスが選択に基づ
き効果的に提供できるよう事
業所等との連携に努め、利
用者が可能な限り自宅で自
立した日常生活を送ることが
できるようにする。

・対象者の把握（心身の状
況や環境）、自立に向けた
目標の設定
・地域における様々な取り
組みを行う団体や者の把
握、関係機関との連携。
・住民主体の通いの場等の
活用ができるよう進めてい
く。

20 神埼北

・基本チェックリストの名簿
者に連絡がとれるようにし
た。パンフレット等を用い
て、介護予防教室がどういう
ものなのかを知って頂いた。 23

・介護予防の必要性が理解
できるよう対象者にはたらき
かけ、介護予防事業への参
加を促す。要介護状態にな
らないよう予防する。

・電話や訪問による一般介
護予防事業への参加推奨。
・高齢者の実態把握を行
い、必要なサービスを進め
ていく。

21 神埼南

29年度の総合事業の実施
までは従来の事業の継続で
あるが、受け入れ施設と連
携しながら対応した。また介
護予防の視点に立って生き
がいづくり・しゃんしゃん教
室の周知・啓蒙した。

161

介護予防マネジメントと一般
介護予防事業の新たな枠
組みに対応して神埼市の体
制に合うサービスの構築を
めざす。

総合事業の開始により混乱
のないように30年度医療介
護同時改定の準備を行う。
地域ケア会議や民生委員
会・各種集まりに顔を出して
広報に努める。

441

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里

・地域版健康づくりサロンを
実施し、運動、認知、口腔
栄養における介護予防の
知識を普及啓発、実施、継
続できるように努めた。ま
た、基本チェックリストの未
回収者訪問事業や地域で
の介護予防の講話、基本
チェックリストを実施すること
により、介護予防に関する
意識の向上を図った。住民
主体の介護予防の実現を
視野に入れ、福祉課、お
たっしゃ本舗吉野ヶ里、及
び各課、地域組織や地域
の社会福祉法人、介護事
業者等の連携体制を構築し
た。

448

①介護予防対象者の把握と
フォロー、及び積極的な介
護予防活動への参加促進
②住民主体の介護予防活
動の展開促進

①把握これまでの訪問野中
での、特記事項者へのフォ
ロアップ訪問
②地域版いきいき健康クラ
ブの新規２地区の実施。及
び自主活動へ発展した４地
区へのフォローアップ

448

神
埼
市

神埼市　計

吉野ヶ里町　計
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２．総合相談支援 

 

具体的な取り組み

①
介護保
険・福祉
サービ
スに関
するこ

と

②
権利擁
護に関
するこ

と

③
高齢者
虐待に
関する

こと

計 活動目標 具体的な計画

1 佐賀

地域行事への参加
や、成章ネットワーク、
高齢者見守りネット
ワーク事業協力者から
の相談等を通じて、地
域や関係機関との
ネットワークを構築し、
問題を抱えた高齢者
の早期発見、対応に
努めた。

1,851 104 6 1,961

地域住民や関係機関
とのネットワークを活用
し、課題やニーズを有
する高齢者の早期発
見・早期対応に努め
る。

地域での催事へ参
加、成章ネットワーク、
高齢者見守りネット
ワークによる相談や訪
問等を通じて、各関係
機関とのネットワーク構
築、問題を抱えた高齢
者への早期発見・早期
対応に努める。

2 城南

地域ケア会議等を通じ
て、地域住民が気軽
に相談できる関係づく
りを行った

1,034 21 3 1,058

高齢者のさまざまな相
談を把握し適切なサー
ビス、機関に繋げる

社会資源の把握に努
める

3 昭栄

地域へ出向き地域住
民や関係機関から情
報提供を頂き、支援が
必要な高齢者の実態
把握、対応に努めた。
サービス提供事業所
やボランティア・NPO
等のインフォーマル
サービス社会資源を
把握し連携を図ってい
る。

959 21 0 980

地域の実情を把握し、
相談内容に応じた対
応、専門機関の紹介
等が行えるよう、体制
づくりを行っていく

関係機関との研修会
に参加する事で、意見
交換等を行い顔の見
える関係づくりを行って
いく。また老人会や地
域サロンの場に出向
き、地域課題・ニーズ
を発掘していく。

4 城東

関係機関からの相談
を戸別訪問で把握し、
緊急の対応が必要と
判断したときは早急に
支援をしている。

535 24 3 562

様々な相談を社会資
源との連携により、高
齢者の状態把握を行
い、相談に即したサー
ビス制度へつなげる。

地域にどのような支援
が必要かを把握し、更
に関係機関と連携に
努める。

5 城西

・地域活動、老人会、
サロン、民生委員協議
会等に出席し地域包
括支援センターのPR
をおこなっていく。
・相談に柔軟な対応
ができるよう、日ごろよ
り各関係機関との連
携を密に図るととも
に、インフォーマル
サービス等の情報収
集を行う。

477 5 0 482

　サービス提供機関、
専門相談機関、イン
フォーマルサービス
等、活用可能な機関
や団体の社会資源の
把握に努め、構築した
ネットワークが相互に
連携できるよう関係づ
くりを行っていく。

・老人会、サロン、民協
等への参加を続ける。
・センター職員間で情
報や社会資源の共有
を行う。
・各関係機関からの相
談に対し、対応後の報
告を速やかに行い信
頼関係の構築を行う。

佐
賀
市

市
町

包括名

平成28年度 平成29年度
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6 城北

・パンフレットや資料
等を設置し、必要な期
間の情報が提供でき
る環境を整える。
・職員間の情報交換を
行い的確に対応でき
る体制を整える。
・24時間365日の対応
を継続実施する。

847 14 8 869

総合的にさまざまな相
談にも対応できるよう
に、支援情報の把握に
努め、地域との連携を
深めていきたい。

・行政や施設、病院等
の勉強会へ参加し新
しい情報を把握し共有
する。
・パンフレットや資料等
を設置し、必要な機関
の情報が提供できる環
境を整える。

7 金泉

金立・久保泉のまちな
か相談室や、またサロ
ン活動に出向き、顕在
化していないニーズの
把握を行った。本人・
家族、近隣住民からの
相談に対し、専門性を
活かしながらチームと
して取り組みを行い、
適切な機関やサービ
スに繋げるよう努めた

594 16 16 626

住み慣れた地域で安
心してその人らしい生
活を継続していくことが
できるよう、適切な保
健・医療・福祉のサー
ビスや関係機関及び
制度の利用につなげ
る等の支援を行う。

積極的に地域へ出向
き、随時相談に応じ適
切な関係機関やサー
ビスの利用につなげて
いく。各相談から地域
のニーズ把握を行い、
社会資源の開発がで
きるよう努める。

8 鍋島

民生委員をはじめ関
係機関との連携を図り
ながら、センターにつ
いての広報活動を
行っていく。相談しや
すい雰囲気作りも心が
けながら対応してい
く。

788 14 1 803

相談窓口としての広報
活動を継続していく。
地域におけるネット
ワーク構築に努めなが
ら、関係機関と連携を
図っていく。

地域の実態把握に努
めながら、様々な機関
との連携をスムーズに
行っていく。多様な制
度についても理解を深
め、複雑なケースにつ
いても迅速に対応でき
るようにしていく。

9
諸富・
蓮池

インフォーマルサービ
ス・福祉サービスの情
報の整理を行い、どの
職員が見ても分かるよ
うにしておく。

503 9 2 514

相談に対し、専門分野
に繋ぎ、切れ目のない
支援ができる。

多方面の情報を収集
し、どの職員でも対応
ができるよう整理して
おく。

10 大和

地域活動、民生員協
議会に参加し、「お
たっしゃ本舗」の周知
拡大を図る。町内の町
づくり事業の参加や見
守りネットワーク事業
等を継続し、地域の見
守り体制の構築や社
会資源の情報収集・
活用

1,789 8 9 1,806

高齢者総合相談窓口
として周知して頂くよう
に、今後も広報活動を
継続する。
関係機関と連携が図
り、見守り体制を今後
も継続する。

サロンや地域活動、街
づくり協議会に参加
し、広報活動を継続す
る。高齢者の実態把
握、関係機関からの情
報収集を行う。見守り
ネットワーク事業では、
提供企業に訪問を行
い、体制の構築を図
る。

11 富士

『すべての入り口は総
合相談から始まる』こと
を意識し、迅速な対応
で関係機関等と連携
し適切な対応を目指
す。

187 14 1 202

全ての相談には迅速
に対応し、多機関との
相互の連携体制を構
築する。

行政や社会福祉協議
会、民生委員や自治
会、老人クラブなど早
期に協力依頼できる機
関を増やし、困難な事
例に対しても協働でき
る体制を整える。

佐
賀
市
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12 三瀬

困難事例やサービス
利用につながってい
ない事例に対して、支
援が円滑に進むよう
に、現状の体制を維
持しながら、要支援者
が孤立することのない
ように関係機関との連
携を図っている。

628 0 0 628

目標：困難事例に対
し、連携して対応が出
来るように関係機関と
の体制作りを強化す
る。
計画：関係機関と話し
合いを行い、事例に対
して相互に連携を図り
対応できるように努め
る。

円滑な総合相談支援
ができるように、関係機
関と今後話し合いを重
ねながら、対応をして
いく。

13 川副

総合相談窓口であるこ
とのPRを地道に継続
的に各校区の自治会
や老人会などで行う
まちづくり協議会等に
も参加し広報を行う
運営マニュアルの抄
読会を今年度も行う（2
回/M）

732 8 1 741

目標：よろず相談に対
応できるよう所属内外
や関係機関との連携
強化
計画：専門職の関係機
関や地域の団体との
関係を強化

・継続的な支援が行え
るよう関係機関と連携
する。
・地区の色々な集まり
などへ参加することで
広報や実態把握・啓
発活動を行っていく

14 東与賀

認知症の人やその家
族が気軽に相談でき
る体制の整備として、
認知症カフェ(よって
みゅ～かふぇ) の継続
実施した。

338 4 4 346

地域における地域包
括支援ネットワーク構
築を目的に地域ニー
ズの把握につとめる。

認知症の人やその家
族が気軽に相談できる
体制の整備として、認
知症カフェ(よってみゅ
～かふぇ)の継続を実
施していく。

15 久保田

地域サロンや老人会
等に赴き、包括の活
動や相談窓口として
の機能をアピールす
る。また、見守りネット
ワーク活動等で認知
症等の勉強会を開催
し、地域で支える関係
作りを行っていく。

534 13 7 554

多種多様な相談内容
を的確に把握・分類
し、適切な対応を行う
とともに、地域サロンや
行事等に出向き、身近
で信頼できる相談拠点
となる。

地域サロンや高齢者
行事等に出向き、包括
の活動について啓発
し、また、職員の顔や
名前、包括の場所を覚
えてもらうことで気軽に
相談がしやすい窓口
になるようにしていく。
適切な機関・制度・
サービスに繋げ、継続
的に支援ができるよう
にしていく。

11,796 275 61 12,132

佐
賀
市

佐賀市　計
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多
久
市

16 多久

　相談受付票の活用
による職員間での情
報共有と適切な機関・
社会資源へのコンサ
ルテーションを行っ
た。
　つながりネットワー
ク、ちくたくネットなど
を活用した連携・対応
に努めた。

2,326 46 0 2,372

　ワンストップサービス
拠点としての知識・技
術の向上、対応の均
一化
　地域の各ネットワーク
を活用した連携・支援

　相談内容をセンター
職員間で共有しつつ、
ケーススクリーニングを
実施し、適切な関係機
関や社会資源に繋げ
る。必要に応じて、セ
ンター以外の部門との
情報共有を行う。
②つながりネットワーク
やちくたくネットなどの
各ネットワークを活用し
た連携・支援を行う。

2,326 46 0 2,372

17 小城北

　センター相談窓口と
小城まちなか保健室
で連携体制をとり、相
談の対応を行った。
　高齢者が安心でき、
安全な環境のもとで外
出ができるよう、見守り
キーホルダーサービス
の事業を継続実施し
た。

540 1 5 546

　住み慣れた地域で
高齢期を過ごすにあた
り、判断に迷ったり悩
んだりした時、身近な
総合相談窓口としてお
たっしゃ本舗が活用さ
れることを目指す。
　また、相談支援に際
しては一方的なケアで
はなく、本人の主体性
を活かすケアを目指
す。

　総合相談窓口機能
の強化
　センター職員がワン
ストップサービスとして
の機能を再認識する
取り組みを行う。
　面接技術の向上のた
め、学ぶ機会を増や
す。
　高齢者にかかわる多
方面の情報を収集、整
理、共有し、活用でき
るシステムを強化す
る。

18 小城南

　相談相談、認知症サ
ポーター養成講座の
開催：5回開催　196
名参加
　高齢者見守りキーホ
ルダー事業の継続：小
城市南部地区(牛津・
芦刈町）5379世帯に
広報のリーフレット配
布
　カナミックシステムを
使い、関係機関との情
報共有
　出前講座　7か所開
催

577 4 13 594

　連携機関との協働に
より、スムーズな支援
が行えるよう調整を図
る。

　おたっしゃ本舗での
総合相談支援につい
て出前講座・広報等に
て周知を継続し行って
いく。
　高齢者見守りキーホ
ルダー事業について
申請登録の受付継
続、出前講座等で広
報し地域住民への周
知を図る。
　認知症サポーター養
成講座の開催・地域の
見守り体制を検討す
る。

1,117 5 18 1,140

多久市　計

小
城
市

小城市　計
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19 神埼

　民生委員・児童委員
協議会、老人クラブ、
婦人連絡協議会への
ＰＲ活動。関係機関と
の連携。市報掲載。地
域支援だより・おたっ
しゃ本舗だよりの全戸
配布。家庭訪問。認
知症サポーター養成
講座の実施。

1,245 9 3 1,257

　おたっしゃ本舗のＰＲ
を図り、高齢者及びそ
の家族が安心して暮ら
せるように、信頼された
継続的な相談の拠点
となり支援する。

民生・児童委員協議
会、老人クラブ、婦人
連絡協議会へのＰＲ活
動、関係機関との連
携、市報掲載、地域支
援だより・おたっしゃ本
舗だよりの全戸配布、
家庭訪問、認知症サ
ポーター養成講座の
実施

20 神埼北

　なかなか地域の中に
入っていけないが、自
宅に閉じこもっている
高齢者の方の声を聴
けるように努めた。相
談を受けた内容を次
のステップにつなげら
れるようにおたっしゃ
本舗を周知した。

131 0 0 131

　地域に住む高齢者
が気軽に何でも相談で
きる環境づくりに取り組
む。

　地域の中に出向い
て、自宅に閉じこもっ
て過ごされている方
に、相談窓口がある事
を知って頂く。身近に
ある事、家族で抱え込
まないように働きかけ
る。
　おたっしゃ本舗だより
の配布。

21 神埼南

　総合相談窓口として
各種相談に対応し、
他のサービス機関や
相談機関に繋ぐなど
連携を図ってきた。ま
た、積極的に訪問して
対応してきた。

704 2 5 711

　各種相談に対応でき
るように相談援助技術
のスキル向上を目指
し、相談機関のネット
ワークを広げていく。

　公的機関の中にある
ことの利点を生かし
て、いろんな相談に対
応できる職員のスキル
アップをめざす。また、
受けた相談に対して
職員間で問題点など
共有し他の機関に適
切に繋げる。

2,080 11 8 2,099

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里

　民生委員・児童委員
協議会や地区老人ク
ラブ会合や地域のサ
ロン事業、老人クラブ
友愛ヘルプ研修会へ
参加し、カレンダー式
の相談べんり帳やお
たっしゃ本舗が作成し
たチラシを配布し、業
務内容の紹介を行っ
た。
　身近な相談機関で
あることをＰＲすること
で、相談しやすい環
境づくりや支援体制の
整備に取り組むことが
できた。

453 3 2 458

　地区などへ周知活動
を継続する。また、民
生委員協議会に３職
種、SC、認知症地域
支援推進委員で毎月
参加し、顔の見える関
係づくりから、身近な
相談窓口として活用し
ていただく様努める。

　地域、きらら館、ふれ
あい館等の各健康福
祉センターに出向き、
周知活動を積極的に
行う。
　地域の住民の方のプ
ライバシーに十分配慮
を行い、細かな相談や
情報提供に確実に対
応し、身近な相談機関
として認識していただ
くように努める。
　民生委員協議会に３
職種、SC、認知症地
域支援推進委員で毎
月参加し、顔の見える
関係づくりから、身近
な相談窓口として活用
していただく様努め
る。

453 3 2 458

神
埼
市

神埼市　計

吉野ヶ里町　計
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３．権利擁護 

 

具体的な取り組み

②
権利擁護
に関する

こと
（再掲）

③
高齢者虐
待に関す

ること
（再掲）

活動目標 具体的な計画

1 佐賀

虐待の通報があった際
には、関係機関との連携
を密にし、終結に向けた
対応を実施した。
高齢者虐待や消費者被
害の防止に向けた啓発
活動や、成年後見制度
や福祉サービス利用支
援事業の活用支援を行
い、権利擁護に努めた。

104 6

高齢者虐待の早期発
見・予防、終結に向けて
地域住民・各関係機関と
の密な連携を心がける。
消費者被害の情報や成
年後見制度の紹介を行
い、地域の高齢者の権
利擁護の啓発に努め
る。。

虐待通報時には、関係
機関との密な連携や早
期の終結に向けた対応
を心がける。
高齢者虐待や消費者被
害の防止、成年後見制
度の普及啓発のための
取り組み（権利擁護に関
する広報誌の発行等）を
実施する。

2 城南

虐待や困難事例に対し
て他職種、他機関と連
携を行った 21 3

消費者被害、虐待等を
通じ権利擁護に繋げる。

消費者被害の予防啓発
に努める

3 昭栄

関係機関との交流機会
の場に参加し、情報共
有する事が出来た。老
人会や地域サロンに出
向き、成年後見制度等
の権利擁護に関する講
話を行った。

21 0

地域住民や関係機関
等、密に連携を図りなが
ら虐待防止及び早期発
見に努めていく

相談や通報を受けた場
合には速やかに高齢者
の状況を把握・協議し、
本庁・虐待専門チームへ
報告・連携し対応に努め
ていく。

4 城東

行政、専門機関が行う権
利擁護に関する研修及
び会議に参加している。

24 3

制度やセンターの役割
について関係機関や地
域住民への周知を行う。

地域のサロンや行事、ケ
アマネとの集まりの際に
パンフレットの配布など
を行う。

5 城西

・高齢者虐待に対しての
理解を深めるため、地域
に対し、事例等を用いて
周知活動を行い、早期
発見につなげる。
・民協等で消費者被害
の事例、対応方法を紹
介し、地域での消費者
被害発生を防ぐ。
・資料等を用いて、日常
生活支援事業、成年後
見制度を周知し、地域住
民が利用を検討しやす
い環境を整える。

5 0

　高齢者虐待の防止、成
年後見制度の活用、消
費者被害の防止につい
て、地域住民やサービス
提供機関等への周知活
動を通し、権利擁護に関
する啓発を行っていく。

・民協等で権利擁護へ
の理解を深めるために事
例等を用いて周知活動
を行う。
・地域住民や関係機関と
の連携を図り、虐待等の
防止や早期発見に努め
る。

市
町

包括名

平成28年度 平成29年度

佐
賀
市
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6 城北

・パンフレット等を整備
し、権利擁護の必要性
の理解に繋げる。
・サロンや老人会へ参加
し、現状や予防策などの
情報を提供する。
・必要時には関係機関と
の連携を取り、迅速な対
応を行う。

14 8

関係機関との連携を図り
ながら、地域住民の理解
に繋げていく。

・行政や地域からの情報
を収集し、状況の把握に
努める。
・パンフレット等を利用
し、情報の理解、把握が
しやすいようにする。

7 金泉

地域全体で高齢者への
虐待、権利侵害、消費
者被害等から、高齢者の
権利を守るため、正しい
知識の普及・啓発に努
め、必要に応じ、市・社
会福祉士会・法テラス、
警察等の関係機関とも
連携を行い、適切な対
応を行った。

16 16

認知症等により、権利侵
害を受けている、また受
ける可能性が高いと考え
られる高齢者が、地域で
安心して暮らし続けられ
るよう支援を行っていく。

虐待事例に対しチームと
して、迅速かつ適切な対
応に努める。また、関係
機関との連携を図り、研
修等を通し対応力、知識
の向上に努める。認知症
サポータの育成、啓蒙活
動につとめる。

8 鍋島

高齢者虐待に関する広
報活動の継続を行って
いく。センターの広報活
動と合わせて実施し、相
談しやすい雰囲気作りも
心がけながら対応してい
く。

14 1

権利擁護に関して各関
係機関との連携・情報交
換等を継続し深めてい
く。

権利擁護について地域
での理解が広まる様、啓
発・広報活動を継続して
いく。各関係機関との連
携を密にして、実際の対
応を行っていく。

9
諸富・
蓮池

民生委員協議会やサロ
ン等に出向き、普及啓発
活動を行う。チラシ等の
作成を行い、地域住民
へ配布を行う。

9 2

・高齢者虐待や消費者
被害に対する被害防止
の為に関係機関と連携
を行い、啓発活動や地
域の実情把握を行う。
・地域住民に対しての普
及啓発を行う。

・民協への参加を行い、
地域の実情把握や啓発
活動を行う。
・地域住民へ回覧板や
公共機関などでのチラシ
配布を行い啓発活動を
行う。
・サロン等へ参加し啓発
活動を行う。

10 大和

高齢者の権利擁護、啓
発活動を継続し、情報提
供・情報収集を行う。各
関係機関との連携を図
り、早期発見、対応す
る。民生員、見守りネット
ワーク等、地域の見守り
体制の構築を継続する。

8 9

高齢者の権利擁護につ
いて、関係機関と連携を
取り、虐待や消費者被害
の防止に取り組む。ま
た、周知活動を継続し、
権利擁護の啓発活動や
成年後見制度の活用促
進を図る。

老人会やサロン等での
周知・啓発活動を継続す
ると共に、情報収集も行
う。地域住民や関係機関
と密に連携し、虐待防止
や早期発見に取り組む。

佐
賀
市



- 15 - 

 

 

11 富士

高齢者だけでなく、高齢
者の背後に家族や家庭
生活があることを踏まえ、
高齢者の人権や財産を
守る活動を行う。権利擁
護事業や成年後見制度
の活用、また消費者トラ
ブルに関しては安心して
相談できるよう周知活動
に努める。

14 1

高齢者に限らず、地域で
生活されている方々の権
利が侵害されることがな
いよう支援する。

地域に出向く活動を通し
て、権利擁護や成年後
見、また消費者問題にも
安心して相談できること
を周知し、迅速に対応で
きる体制を常に整えてお
く。

12 三瀬

研修会等での認知症高
齢者向けの啓発活動や
訪問活動の中でも必要
に応じて案内を行ってい
る。また、実際のケース
対応には至っていない
が、他機関からの成年後
見制度等の問合せに対
し、資料提供等を行っ
た。

0 0

目標：今後も権利擁護に
ついて、情報収集し、啓
発活動を行っていく。
計画：研修会の参加の
呼びかけや訪問活動等
にて、啓発活動を行う。

権利擁護について、資
料配布や研修会の参加
等にて、啓発活動を行っ
ていく。

13 川副

関係機関と連携を図りな
がら未然防止のための
啓発活動を自治会公民
館など、より住民の身近
なところで行う。

8 1

目標：権利擁護に関する
普及啓発
計画：地区の集まりや関
係機関などに啓発活動
を行う。関係機関と連携
する。

・地域の集まりに参加し
啓発活動を各校区で行
う。
・安全安心に関わる関係
機関と連携する。

14 東与賀

介護保険サービス事業
所、民生委員、高齢者
等相談・連絡員との連携
を図る。
成年後見制度等の制度
活用につとめる。

4 4

啓発活動、虐待発見の
窓口開拓と問題の早期
発見につとめる。

介護保険サービス事業
所、民生委員、高齢者
等、相談・連絡員との連
携を図る。

15 久保田

研修会等に積極的に参
加し、まずは包括職員の
知識を深め、相談者や
関係機関に情報を発信
していく。また、高齢者
虐待の相談等があった
際は迅速に事実確認を
行い、関係機関に報告・
相談を行っていく。

13 7

多種多様な相談内容を
的確に把握・分類し、適
切な対応を行うとともに、
地域サロンや行事等に
出向き、身近で信頼でき
る相談拠点となる。

地域サロンや高齢者行
事等に出向き、包括の活
動について啓発し、ま
た、職員の顔や名前、包
括の場所を覚えてもらうこ
とで気軽に相談がしやす
い窓口になるようにして
いく。適切な機関・制度・
サービスに繋げ、継続的
に支援ができるようにし
ていく。

275 61

佐
賀
市

佐賀市　計
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多
久
市

16 多久

　広報誌、民生委員会
やネットワーク推進会議
を通して、啓発活動を継
続した。

46 0

　高齢者虐待防止法に
基づく、相談・通報等の
対応・支援及び防止・予
防のための啓発活動
　成年後見制度の利用
相談、消費者被害防止
に関する啓発活動及び
消費生活相談員や地域
のネットワークとの連携・
支援。

　虐待対応専門職チー
ムへの専門的な相談・助
言の下、高齢者虐待に
関する相談・通報等の対
応を実施する。また、広
報誌及び年２回ネット
ワーク会議開催等通し
て、地域の住民や関係
機関へ高齢者虐待防止
や成年後見制度利用や
消費者被害防止に関す
る啓発を実施する。
　

46 0

17 小城北

①高齢者にかかわる職
種に対して、「高齢者虐
待に関する研修会」を実
施し、虐待になる前に気
づき、対応できる体制を
構築していく
②認知症サポート医によ
る、物忘れ相談会を実施
し、認知症を早期から治
療できるように取り組む
③認知症を介護する家
族支援スキルアップ研修
を開催する

1 5

高齢者の権利と尊厳を
守るために「高齢者虐待
の防止」「成年後見制度
等の啓発」「消費者被害
の防止」への取り組みを
継続し、認知症になって
も暮らしやすい地域作り
に務めていく。

＃１．高齢者にかかわる
職種に対して、虐待にな
る前に気づき、対応でき
るスキルを身に着けること
ができるよう、事例報告、
他の情報を随時発信し
ていく
＃２．消費者被害の情報
をいち早く関係者に知ら
せ、被害の防止に努める
＃３．認知症サポート医
による物忘れ相談会の
啓発活動を行い、認知
症を早期から治療できる
ように取り組む
＃４．認知症地域支援推
進員とともに認知症を介
護する家族を支援できる
体制をとっていく

18 小城南

１,複数の職員で訪問を
行い客観性を高めた対
応を行っていく。
２.関係機関との調整で
「より多くの情報を集めて
対応を図っていく。
３.虐待対応の研修を受
講し視野を広めていく。

4 13

虐待の責任主体であるし
との連携を行い権利侵
害を受けている方の対応
実施

1、2人以上の職員で訪
問、事実確認を行う事で
客観性を高めた対応を
行う。
2、関係機関との連携を
行い、より多くの情報を
集め対応を行っていく。
3、ケースによっては成年
後見制度の活用も検討
する。
４、虐待対応の研修を受
講し視野を広めていく
5、出前講座での啓発を
実施していく。

5 18

多久市　計

小
城
市

小城市　計
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19 神埼

・民生委員児童委員協
議会、老人クラ　ブ、婦
人連絡協議会へのＰＲ
活動
・地域包括職員の虐待
対応研修
・高齢者福祉事業所で
の虐待防止研修 9 3

市民への周知を図り、困
難な状況にある高齢者
が権利や尊厳を持って
地域で暮らしていけるよ
うに支援する。

・民生委員児童委員協
議会、老人クラブ、婦人
連絡協議会へのＰＲ活動
・地域包括職員の虐待
対応研修
・虐待発生時において、
早急な対応を取るための
弁護士、社会福祉士との
連携体制を構築してい
く。
・市民向けの広報誌の作
成

20 神埼北

・研修会への参加にて
知識を深める。
・地域の方や民生委員さ
んからの情報を頂けるよ
うに信頼関係を築く。情
報確認を行い市町村等
につなぐ。

0 0

・地域の権利擁護や虐
待防止への理解が深め
られるよう啓発活動をし、
支援体制を整える。

・民生委員児童委員、老
人クラブなどへのPR活
動。
・研修会への参加。

21 神埼南

神埼市と連携しながら虐
待や消費者被害などに
も対応する。老人クラブ
や婦人会などいろんな
集まりに参加して啓発活
動を行っていく。また佐
賀県弁護士会の包括担
当弁護士とも情報交換を
行う。

2 5

高齢者虐待や権利擁護
などの意識を常に考えな
がら、サービス事業者や
住民にも相談機関として
の役割を周知していく。

神埼市と連携しながら虐
待や消費者被害などに
も対応する。老人クラブ
や婦人会などいろんな
集まりに参加して啓発活
動を行っていく。

11 8

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里

・一般住民や地区組織、
関係機関を対象に、権
利擁護や相談機関につ
いて幅広く周知活動を継
続し、問題の早期発見と
対応を図る。関係機関と
はタイムリーな情報共有
に努める。
・幅広い年代や、民間企
業、小中学校等へ認知
症サポーター養成講座
を開催し、認知症につい
ての知識の啓発に取り
組む。
・成年後見制度の理解と
活用方法の周知に努め
る。

3 2

①虐待ケースや虐待懸
念ケースへの迅速な対
応
②吉野ヶ里町全体にお
いて、虐待対応や虐待
予防のための基本的知
識の共通理解やスキル
アップ

①虐待対応チームとの
連携、各居宅事業所、Ｃ
Ｍ等との連携
②虐待や虐待懸念ケー
ス、処遇困難ケース等に
おける様々な現状把握
と情報交換及び共有（居
宅との連携等）。及び研
修等の実施を検討。

3 2

神埼市　計

吉野ヶ里町　計

神
埼
市
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４．包括的・継続的ケアマネジメント 

 

平成28年度

具体的な取り組み 活動目標 具体的な計画

1 佐賀

成章ネットワークや個別対応の中
で、関係者とのネットワーク機能
を深め、高齢者支援の為の連携
体制を構築に努めた。
成章ネットワークで多事業所の各
専門職種との情報交換・研修の
機会を持ち、専門職のレベルアッ
プを図った。

高齢者が地域との関係を途切れ
させず、安心した生活を継続でき
るよう、社会資源の活用や関係
機関との連携体制を深めると共
に、介護支援専門員に対しての
支援を行う。

個別事例に対する対応や、成章
ネットワークにおいて専門職種・
関係者との顔の見える関係づくり
に努め、高齢者支援にむけた連
携体制を構築・強化を行う。
また、成章ネットワークで多事業
所の各専門職種との情報交換・
研修の機会を継続し、専門職の
レベルアップを図る。

2 城南

ケースを検討や地域行事に参加
し、ネットワークづくりに繋げた

地域のサービス事業所と連携を
強化する

ネットワーク会議を定期開催する

3 昭栄

昭栄ネットワークで研修会や事例
検討会を定期的に開催し介護支
援専門員の資質の向上を図る

包括的・継続的なケアを実施する
為、関係機関・介護支援専門員
との連携を継続して行う。昭栄
ネットワークでの研修会・事例検
討会を開催する

年3回の事例検討会の実施
介護支援専門員協議会と連携し
つき１回の勉強会の開催

4 城東

地域の介護支援専門員との勉強
会を定期的に実施。

適切なケアマネジメントの実施及
び支援困難等の後方支援すると
ともに多職種で連携し対応する。

地域のケアマネージャーと資質
向上を目的とした検討会を実施。
適宜、困難事例に連携して対応
する。

5 城西

・見守りネットワーク事業に継続
的に取り組む。
・年３回の城西ネットワーク会議
の継続。
・地域の介護支援専門員に対す
る情報提供や困難事例の相談受
付。

　住みやすい地域づくりを実現す
るためにも、昨年以上に医療機
関や各事業所との関わりを増や
していきたい。また、地域ケア会
議を積極的に活用し介護支援専
門員の支援にも役立てていきた
い。

・地域ケア会議を積極的に活用し
ていく。
・見守りネットワーク事業の継続。
・城西ネットワーク会議を継続し、
情報の提供やコミュニケーション
の機会を確保する。

6 城北

・多職種連携の研修会、勉強会
に参加し、情報交換の機会を多く
作る。
・地域ケア会議を効果的に開催
し、地域資源の開発、行政への
提言に繋げていく。

地域ネットワーク会議や包括主
催の勉強会を通して、問題の把
握やスムーズな支援に努める。

・校区介護支援専門員研修会
で、個別事例検討や地域課題の
抽出をし、地域の問題を把握す
る。
・地域ケア会議において、多職種
で情報共有し地域資源の開発、
行政への提言に繋げていく。

市
町

包括名

平成29年度

佐
賀
市
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7 金泉

地域ケア会議を開催し、地域の
関係者、関係機関等々との連
携、協働に努めた。また、介護支
援専門員の個々に抱える困難事
例等個別の事例検討会を開催
し、課題の解決に努めた。地区
の町作り協議会との連携、ﾊｰﾄ
ﾈｯﾄきんせんのﾈｯﾄﾜｰｸ活動の推
進（研修・交流等）に努めた

主治医・介護支援専門員をはじ
め、地域の様々な関係者、関係
機関との連携、協働に努め、包
括的・継続的なﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを目指
し、途切れる事のない支援を行う

地域ケア会議を積極的に運用
し、地域課題の抽出に努める。ま
た、関係機関との連携、医療機
関との連携体制づくり、地域のイ
ンフォーマルサービスとの連携作
りに努める。

8 鍋島

ケアマネージャーや各事業と、関
係機関・支援者などがスムーズ
に情報交換などの関わりが行え
るよう支援していく。

ケアマネージャーをはじめ、様々
な関係機関とのネットワーク構築
に努め、連携を図りながら対応し
ていく。

様々な関係機関の持つ役割や
地域の実情を把握していき、資
源の活用・紹介ができる様努め
ていく。

9
諸富・
蓮池

今までの勉強会を発展させ、地
域課題抽出を目的とした会議へ
発展させる。

多職種により地域ケア会議の開
催。

検討したい事例を挙げてもらうよ
う居宅に働きかける。

10 大和

地域ケア会議については、個別
地域ケア会議を適宜開催し、定
期的な開催の確立へ繋がるよう
努めていく。地域の介護支援専
門員の連携、資質向上を目的に
ネットワーク大和の定期開催を行
う。

地域ケア会議については個別会
議を適宜開催。地域の介護支援
専門員及び連携・資質向上を目
的にネットワークの再構築を図
る。また介護支援専門員間の情
報も共有していく。

①ネットワークの再構築で専門部
会を立ち上げる。
②部会メンバーを中心に運営し
ていく。
③事例検討会を通して学びの場
や時間を確保していき、その情
報を共有する
④個別の大和地域ケア会議を開
催していく。

11 富士

ネットワーク構築に向けて積極的
に地域に出向き、高齢者と関わり
のある個人・団体・機関等の情報
を流れやすくする事で、地域で暮
らす住民の方たちと課題を共有
し、見守り、支え合う体制づくりを
行う。

地域の介護支援専門員や関係
機関と連携し、地域の課題に協
働して取り組み支援する。

サービス事業者や関係機関等、
多方面から情報を収集し、必要
に応じて共有する。困難な事例
に関しては、地域ケア会議にて
対処できるよう努める。

12 三瀬

Ｈ２８年度より、前年度まで開催さ
れていた調整会議をひきつぐ形
で、包括が主体となって月１回地
域ケア会議を開催している。その
中で、各関係機関が対応してい
るケースの報告、情報共有支援
の検討等を行っている。

目標：定期的な地域ケア会議の
開催を行う。
計画：関係機関より、引き続きの
協力や新たな人員の参加に向け
て、会議の内容を検討していく。

回数及び内容も充実できるよう
に、関係機関と話し合いながら、
会議を開催していく。

佐
賀
市
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13 川副

個別のケースで居宅介護支援専
門員へ助言・アドバイスだけでな
く同行支援などサポートを行う。
地域のまちづくり協議会への参
加やかわそえネットワークへの参
加
生活・介護支援サポーター意見
交換の継続

目標：地区の居宅介護支援専門
員の研修・意見交換会を継続し
相談しやすい包括を目指す。
計画：生活・介護支援サポーター
との合同研修を継続し地区の介
護支援専門員と皆でスキルアッ
プ

・地区の居宅介護支援専門員の
意見交換会の継続と小規模多機
能計画作成者とも意見交換や研
修会を行っていく。
（偶数月第３水曜15：00～１時間
程度）他の研修や会議と重なる
場合は日程変更。

14 東与賀

専門職団体等との更なる連携を
図りながら、包括的継続的ケアマ
ネジメント体制の整備につとめ
る。

介護保険サービス事業所、居宅
介護支援事業所等との関係つく
りに努める。

専門職団体等とのさらなる連携を
図りながら、包括的継続的ケアマ
ネジメント体制の整備に努める。

15 久保田

H28年度は地域ケア会議で個別
ケース検討会を定期的に開催す
る。H28年度はすべて匿名化し
多くのケースを検討し、地域の課
題を抽出していく。また、緊急時
は必要に応じて随時地域ケア会
議を開催していく。

地域ケア会議やネットワークの会
合を通じ、地域の課題把握・解決
に向けて関係機関と連携を図り、
本人や家族が必要なときに必要
な社会資源を切れ目なく利用出
来るよう継続的に支援する。

地域ケア会議を定期開催し、課
題把握・解決に向けて関係機関
と連携を図る。また、必要な地域
資源の把握・発見を行い、情報
発信を行う。

佐
賀
市
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多
久
市

16 多久

　地域包括支援センターの体制
について、市報、CATVによる広
報を行う。また、地域ケア会議な
ど通じて、関係機関・団体への周
知を図る。
　多久地区ケアマネ連絡会の定
期開催や研修会、ケース検討会
を企画する。
　在宅医療介護連携推進事業に
おける研修、職種部会開催を通
して連携・強化を図る。

各事業や会議等を通じた関係機
関との連携体制の構築・維持。
地域ケア会議や研修会等を通じ
た個々の介護支援専門員へのサ
ポート。

　個別事例検討の機会を前年よ
り取り入れた地域ケア会議の開
催。また、多久地区介護支援専
門員連絡会や在宅医療・介護連
携推進事業と協働し、各種研修
会等を通して連携強化を図る。

17 小城北

・小城北地域ケア会議の運営
①.小城北地域ケア代表者会議
（地域課題発見機能＋地域づく
り＋資源開発機能）　年6回
②.小城北支援困難事例対応会
議（個別課題解決機能＋個別
ネットワーク構築機能）　随時
③.活き生きプラン検討会（学び
機能＋個別・事業課題発見機
能）　年12回
④.多職種事例検討会（学び機
能＋個別・事業課題発見機能）
年6回

地域ケア代表者会議により、『高
齢者が住み慣れた自宅で、「安
心」「安全」のある暮らしができ、
できる限り長く地域社会で自律し
た生活が続けられる支援環境を
地域社会全体で創り上げていく』
と小城北部地区の地域包括ケア
の理念を明示した。この理念に基
づき、地域包括ケアシステムのさ
らなる構築に向けて取り組む。

＃１．小城北地域ケア会議の運
営
①　小城北地域ケア代表者会議
（地域課題発見機能＋地域づく
り＋資源開発機能）　年6回
②　小城北支援困難事例対応会
議（個別課題解決機能＋個別
ネットワーク構築機能）　随時
③　活き生きプラン検討会（学び
機能＋個別・事業課題発見機
能）　年12回
④　多職種事例検討会（学び機
能＋個別・事業課題発見機能）
年6回
　

18 小城南

１．おたっしゃ本舗小城南地域ケ
ア会議会議開催
２．小城市在宅医療連携協議会
との連携
３．民生委員・児童委員連絡協
議会定例会への参加
４．出前講座、介護予防日常生
活支援総合事業等地域住民、関
係機関などに周知を行う。

多職種の協働による包括支援体
制の構築に向けた、構築事業、
ネットワークの構築、会議の開催
新たな社会資源の創出のための
取り組みを行う。

1、おたっしゃ本舗小城南地域ケ
ア会議の定期開催①小城市南
部地域ケア個別会議（毎月第3木
曜日）②小城市南部地域ケア会
議（奇数月第4木曜日）③小城市
南部サービスネットワーク部会
（ハピネット部会）2ヶ月に1回第3
水曜日
２、出前講座実施：老人クラブ、
サロン、各種団体、認知症や地
域ケアシステム、地域包括支援
センターのＰＲ等実施　３、民生
委員・児童委員連絡協議会定例
会への参加　毎月牛津町、芦刈
町各12回ずつ

小
城
市
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19 神埼

【関係機関との連携】
ケアネットかんざきでの研修・意
見交換、サービス担当者会議・グ
ループホーム運営推進会議参
加、主任ケアマネジャーの研修
会
【医療機関との連携】
在宅医療連携拠点施設運営委
員会及びグループ窓口拠点施設
運営委員会・研修会参加、もの
忘れ相談室での相談・助言依
頼、認知症相談会開催、地域ケ
ア個別会議での助言
【地域のインフォーマルサービス
との連携づくり】
民生委員協議会参加及び老人ク
ラブによるボランティア活動学習
会、総合事業に向けた通いの場
づくりの為の検討

地域や関係機関、多職種との連
携を図り、個々に合ったサービス
の選択ができ、また、適切なケア
マネジメントを受けることができる
ように介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）の支援困難事例への指
導・助言等後方支援を行い、包
括的に支援する。

・関係機関との連携
・医療機関との連携
・地域のインフォーマルサービス
との連携づくり

20 神埼北

・地域の関係機関や介護支援専
門員だけでなく、他職種の方とも
顔見知りになる。関係機関との連
携を密にとる。本人や家族が必
要な時にサービスが受けられるよ
う社会資源の情報を知識として
知っておく。研修会への参加。

・地域や関係機関との連携を図
り、要支援状態になった高齢者
が介護状態にならないように介護
支援専門員の後方支援を行い、
包括的に支援する。

・民生委員より相談があった場合
は、同行訪問や訪問後の状況報
告を通して連携する。
・本人や家族が必要な時にサー
ビスが受けられるよう社会資源の
情報を提供していく。

21 神埼南

定期的に開催している地域ケア
会議において事例検討会や職
種間の連携を深めることにより地
域の課題を考えていく。年１回地
域住民対象の研修会を実施し、
認知症に対する理解を深め住民
の見守りネットワークをつくる。

毎月定期的に開催している地域
ケア会議を通じて、個別事例の
検討や地域のネットワークづくり
を考えていく。

年間計画による地域ケア会議の
実施と個別事例ケース会議も随
時開催していく。病院やサービス
事業所、区長、民生委員などに
も地域ケア会議の周知を図る。

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里

・高齢者見守りネットワーク体制
・必要な資源の開発と課題解決
に向けての地域ケア会議・推進
会議の開催
高齢者見守りネットワーク体制の
構築及び協定の締結を進める

主任ＣＭを中心として
①地域ケア会議の充実
②地域ケア推進会議の充実
③ネットワーク体制の構築
④ＣＭの居宅介護支援事業所や
各機関、ＳＣや推進員との連携

①、②引き続きの定期開催を通
じて情報交換と共有。また、処遇
困難ケースへの協働支援及び後
方支援
③、④医療機関や薬局等をはじ
めとした各機関等へ出向き、まず
は信頼関係の構築を図る。

神
埼
市
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1 佐賀

年6回校区内の介護保険事業者
等とのネットワーク会議を実施。
各事業所の情報交換や、災害時
の備えや地域のボランティア、地
域活動における課題等を検討及
び研修の機会を設けている。
ネットワークへの参加を通じて、
お互いの理解を深めると共に職
員のレベルアップを図っている。

個別事例を通して医療機関ス
タッフとの関わりや連携を図り、
お互いの信頼関係を深めながら
連携体制を強化している。
また、佐賀市医療・介護連携会
議に参加し、病院スタッフや薬剤
師の方との顔の見える関係作り
を図った。

高齢者見守りネットワーク事業の
登録依頼の訪問活動で、おたっ
しゃ本舗のＰＲを実施。協力依頼
を行うと共に、高齢者の総合相
談窓口としての理解と連携を
図った。

2 城南

校区社協、福祉協力員、各種関
係機関との定期的に連携を行
う。

在宅医療介護連携推進事業会
議等に参加して連携を図る。

担当校区の各種団体等の行事、
会議等に参加して、顔の見える
関係づくりを行う。

3 昭栄

昭栄ネットワークでの事例検討
会・懇親会・研修会を通し、各関
係機関と連携しやすい関係つく
りを行った
困難な事例では相談しやすい関
係つくりを構築し地域ケア会議開
催できるよう努めた

地域連携室主催の勉強会に積
極的に参加し関係つくりに努め
た。佐賀市医療・介護連携推進
連絡会議に参加し医療との連携
体制構築のための研修会に参
加した。

サービス提供機関・ボランティア
等インフォーマルサービスを理解
し、顔の見える関係つくりを構築
に努めた
積極的に地域のサロン・老人会
に出向いていった

4 城東

地域ケア会議を通じて、関係機
関とのネットワーク作りや個別
ケースの検討などを行う。

医療介護連携グループ会議など
にて相互の取り組み状況の把握
を行う。

ボランティア会議の参加や見守り
ネットワーク事業登録を継続し、
地域ニーズや実態把握に努め
る。地域行事やサロンに参加し
センターの周知等行う。

5 城西

・城西ネットワークを通じて、新た
に開設された事業所等を含めた
地域の介護保険事業所等とのコ
ミュニケーション機会を設け、連
携の強化につなげている。
・警察と協働による振り込め詐欺
等防止活動をおこなったり、グ
ループホームでの消防訓練への
参加など、関係機関との関わりを
持つことにより連携を深めてい
る。

・佐賀市医療・介護連携推進連
絡会議に参加し、情報の収集や
連携の強化を図っている。今後も
継続的に参加し各医療機関との
ネットワークを強化していきたい。
・医療機関からの相談対応をき
かっけにし、情報の共有やより一
層の協力体制の構築を図ってい
る。

・生活介護支援サポーターへの
フォローアップ研修を継続してお
り、地域の支援者の確保をおこ
なっている。
・公民館での定期的な集まりに
参加し、健康講話や体操等をお
こないインフォーマルサービスと
の連携を図っている。

市
町

包括名

平成28年度

関係機関との
連携作り

医療機関との
連携体制づくり

地域のインフォーマル
サービスとの連携づくり

佐
賀
市
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6 城北

・民生委員協議会に出席し、連
携を図る。相談があれば解決に
向けて速やかに対応している。
・高木瀬まちつくり協議会の参加
メンバーとして、「高齢者見守り
部会」の定期会議に出席してい
る。
・高木瀬校区地域課題解決講座
で地域の各団体と情報交換、交
流を図った。
・若楠校区社協総会で包括の役
割、活動の事例等を紹介した。

・医療機関からの介護保険申請
依頼や退院時のカンファレンス
出席依頼には必ず対応してい
る。
・校区要支援者の退院時に、在
宅での動作確認が必要な際に
は、家屋調査を依頼し退院後の
在宅生活に繋げるようにしてい
る。
・佐賀市医療介護連携会議に出
席し、顔の見える関係作りをして
いる。

・食の支援が必要な利用者に、
配食弁当の事業所を紹介し、事
業所からは利用者の様子報告を
受けている。
・金融機関に、見守りネットワーク
の登録を依頼し、気になる高齢
者の報告や連絡を受けて対応し
ている。

7 金泉

金泉地区の介護サービス事業所
と”ハートネットきんせん”として、
交流、研修、事例検討会を継続
して行った。地域ケア会議を定例
化するため関係機関との連携を
深め、個別の事例を通し地域の
課題把握に努めていく。また、地
域の介護支援専門員からの相談
に対しては、必要に応じ事例検
討会・地域ケア会議を開き、問題
解決、課題の把握等に取り組ん
だ。今後も更にその取り組みを深
めていく。

佐賀市医師会を通じ、エリア別
医療介護連絡会へ参加し、医療
と介護の連携・協働がスムーズ
にできるよう、顔の見える関係の
構築に努めた。今年度は連携の
強化に努め、今後の体制作りへ
繋げていく。研修・情報交換の場
へは積極的に出向き、医療・介
護の情報共有と共に、地域での
体制作りに繋げていけるよう更に
取り組みを広げていく。

地区の民生委員協議会、福祉協
力員との連携、まちづくり協議会
や自主防災訓練等へ参加し、地
域の防災体制や福祉の町つくり
への協力を行った。生活介護支
援サポーターの継続的な研修を
行い、自治会長、校区社協等々
との意見交換の場を設け、地域
での見守り体制つくりを今後も継
続し、生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを中
心に、インフォーマルな社会資
源の構築へ繋げていく。

8 鍋島

センターの周知が広まってきたこ
とで関係機関との情報交換・連
携については図れている。同時
に、今後ますます多様な機関と
の連携が必要になってくる状況
があり、広く情報収集を行い、複
雑な内容にも対応できるよう更な
る連携強化を図っていく必要があ
る。

相談があった場合にその都度対
応を行っているが、今後、更に情
報交換を行いながら支援が継続
できる連携・体制づくりを行って
いく必要がある。

地域の活動について細かい状況
を把握しきれていない事も多い。
実情を把握しながら情報交換を
行い、資源の活用・協力体制が
得られるよう関係づくりをおこなっ
ていく必要がある。

9 諸富・蓮池

多職種における地域ケア会議の
定期開催。
CMの勉強会の実施。
民生委員・各サロン等協議体へ
の参加。

グループ会議への参加。
MSW等の連携。

生活支援コーディネーターと協
力し、各協議体へ出向き、情報
収集、連携を図る。

10 大和

ネットワーク大和を３回、個別地
域ケア会議には民生委員や自治
会などと連携を図った。民生委
員協議に毎月出席し相談実績
の報告、事例の提供を行った。

佐賀市医療介護連携事業に参
加。会議、研修等へ出席し、地
域包括支援センターの役割につ
いて報告を行っている。また地域
医療の連携室とも連携を図り、情
報の共有を行った。

３校区のまちづくり協議会へ出
席。地域包括支援センターの役
割の説明を行った。また各種行
事、イベント、老人会、サロンにも
参加を行った。地域包括支援セ
ンターのＰＲのため、「おたっしゃ
新聞」を発行し、配布を行ってい
る。

佐
賀
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11 富士

地域ケア会議開催は2回実施す
る。日頃より介護事業所、病院、
行政、民生委員、駐在所など関
係機関との連携を図り、今後の
支援についてなど安心して住み
慣れた地域で暮らせるよう働きか
け、問題解決に向けて体制構築
している。ケアマネジャーの後方
支援で利用者、民生委員宅へ同
行訪問を行っている。

医療機関と定期的な連絡会議を
行う等の体制づくりは構築できて
いない。退院後に安心して在宅
復帰できるよう病院MSW、PSW、
看護師等との連携を図り、介護
保険申請、家屋調査、介護サー
ビス利用について調整を行って
いる。特に独居、高齢者世帯に
関しては主治医へ情報提供、情
報収集など連携を行っている。

民生委員、自治会、社協、各種
ボランティア団体などを通じ、地
域の情報や課題の収集・共有が
できるよう連携を行っている。ま
た、サロン、老人クラブなどへ出
向き、介護予防、認知症予防な
どについての講話、またアンケー
トを実施する事で地域・住民の現
状、課題、ニーズ把握に努めて
いる。

12 三瀬

毎月の民生委員会、ケース会
議、地域ケア会議、２カ月に１回
の小規模多機能運営推進会議
への参加を行い、情報共有や連
携を図っている。今後も継続し
て、関係づくりに努めていきた
い。

地域ケア会議や主治医意見書
作成依頼や入退院時やケアプラ
ン作成時等に、必要な医療機関
と連絡を取り合い、必要な支援
の検討や情報共有を図る等、地
域の高齢者のために、支援を
図っている。今後も引き続き、連
携ができるように、顔なじみの関
係を形成していく。

包括主催の研修会等では、生活
介護支援サポーターや見守り
ネットワーク事業所に対しても開
催の案内を行い、数か所参加し
てもらっている状況である。この
関係を継続して築き、その他の
所も増やせるように、研修会の内
容の検討を行っていきたい。

13 川副

かわそえネットワークへの参加
民生委員会への参加
地区居宅介護支援事業所・小規
模多機能計画担当者との意見
交換会や研修会

在宅医療と介護の連携の5グ
ループの集まりに参加
かわそえネットワークへの参加

各校区のまちづくり協議会へ参
加
老人クラブ・ふれあいサロン・自
治会の集まりや行事への参加
地区公民館や佐野常民記念館・
かわそえスポーツクラブとの連携
生活・介護支援サポーターの意
見交換会の継続

14 東与賀

介護サービス事業所、居宅介護
支援事業所等との関係作りに努
める。
介護支援専門員協議会(佐賀
県・地区協議会)活動を通し医療
機関等とも連携できる関係づくり
を進めていく。

必要に応じて医療機関等ととも
に支援できる体制を整備につと
める。

民生委員協議会(校区)、老人
会、サロン等への参加を通して、
インフォーマルサービスとの連携
作りを行う。
生活・介護支援サポーターの活
用により地域支援を行う体制の
整備につとめる。

15 久保田

町内の佐賀市見守りネットワーク
事業賛同事業所や民生委員を
対象とした会合、介護保険事業
所を対象とした個別事例検討会
を定期的に開催し、勉強会や顔
の見える関係づくり、課題把握を
行っている。

介護・医療連携連絡会議が始動
し、グループ連絡会議に毎回参
加。多職種と意見交換や情報共
有を行い、関係構築を図ることが
できた。また、適切な制度やサー
ビスが必要な高齢者について医
療機関から相談があり、スムーズ
に支援に結びつけ、その後も必
要時には情報を共有し、連携を
図っている。

民生委員協議会に毎回参加し、
顔の見える関係を築き、相談や
情報共有に努めている。新規で
サロンの講話依頼もあり、包括と
住民が身近な存在になってい
る。その結果、本人や家族だけ
ではなく、民生委員、地域住民
からも近隣の気になる方につい
ての相談等が増加し、早期介入
に繋がっている。

佐
賀
市



- 26 - 

 

 

多
久
市

16 多久

在宅介護支援センター会議、お
たっしゃ本舗多久地域ケア会
議、多久地区介護支援専門員
連絡会、つながりネットワーク

おたっしゃ本舗多久地域ケア会
議、つながりネットワーク、多久・
小城地区在宅医療・介護連携推
進協議会、多久地区在宅医療・
介護連携推進協議会「ちくたく
ネット」、多久・小城地区医師
会、多久市医師会

民生委員児童委員連絡協議
会、老人クラブ連合会、消費者グ
ループ、男女共同参画ネットワー
ク、地域ふれあいネットワーク

17 小城北

18 小城南

①地域ケア個別会議　多職種に
より毎月１回の事例検討
②地域ケア会議　２か月１回
③小城市南部サービスネット
ワーク部会（ハピネット部会）によ
り勉強会や研修会。
②民生委員連絡協議会定例会
への参加

①小城市在宅医療連携協議会
との連携会議６回参加

①出前講座（計４回）　老人クラ
ブ、サロン、各種団体、地域包括
ケアシステム地域包括支援セン
ターのＰＲ等に行う。

小
城
市

おたっしゃ本舗小城北地域ケア会議実施体制を下記の通り体系化して取り組んだ実績
○高齢者安心ネットワーク事業部会の運営　　　民生委員部会・・・12回×2町
○地域ケア会議の運営　　地域ケア代表者会議・・・４回／63名
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19 神埼

・ケアネットかんざきによる研修及
び意見交換会（４回開催）
　①年間計画及び振込め詐欺防
止機器について
　②情報交換会
　③神埼市社会福祉協議会事
業内容について
　④救急医療情報キット配付事
業について

地域包括支援センター運営委員
会及び地域ケア推進会議の委員
としての意見や助言をお願いし
ている。

定例の民生児童委員会参加及
び老人クラブ等によるボランティ
ア活動学習会及び元気かんざき
おたっしゃマップの配布

20 神埼北

・グループホーム運営推進会議
への参加。
・ケアネットかんざきによる研修会
参加。
・地域密着型通所介護運営推進
会議参加。
・サービス担当者会議参加。

・在宅医療介護連携グループ研
修会への参加。
・入退院時、病院や施設担当者
と連絡や情報交換を相互間で
図っていく。

・定例の民生児童委員会への参
加。
・地域ケア会議の開催。

神
埼
市

21 神埼南

月に1回定期的に開催している
地域ケア会議を中心にしながら、
事業所とネットワークづくりを行
う。併せて地域の民生委員や区
長、警察や消防、ＮＰＯの代表な
ど地域での関係づくりの基盤に
なる方と関係づくり行っていく。ま
た、個別事例地域ケア会議を実
施することにより、地域や専門職
種の連携についてネットワークづ
くりをめざす。

在宅医療・介護連携のグループ
窓口施設に母体施設がその中
心的な役割を担い企画を行って
いるため市郡医師会等の研修会
へ参加し、関係づくりを継続して
いく。また、地域ケア会議等にも
医療関係者の参加を要請してい
く。在宅での看取りを中心に多職
種連携の在宅ネットの研修会に
参加して、ネットワークを構築し
ていく。

生活支援コーディネーターを中
心として、地元のNPO組織等、
自主的なボランティア各種団体
と連携し、第2層の協議体を核と
しながらネットワーク構築をめざ
す。民生委員は毎月会議に出席
し、地域の課題や包括の状況な
ど報告をしていく。地域ケア会議
において、市民公開講座等を企
画してインフォーマルサービスと
の連携づくりに努める。

吉
野

ヶ
里
町

22 吉野ヶ里

①Ｈ２８年度は地域ケア会議を４
回開催し、事例検討や研修会を
通して、多職種が集い、問題解
決やネットワーク構築、地域課題
の発見に努めた。
②民生委員協議会へ参加、老
人クラブや小学校での認知症サ
ポーター養成講座の開催など、
各関係機関・地域においてネット
ワーク構築を行った。
③「吉野ヶ里町ふれあいネット
ワーク」を開催し、１７機関の構成
メンバーにて、情報交換と取り組
みの方向性を共有した。来年度
は、商工会の協力を得て、町内
商店などに事業への協力を呼び
かけていく。

①Ｈ２８年度より、在宅医療・介
護連携推進事業の各種研修会
や会議に参加し、医療機関や介
護サービス事業所などと情報交
換を行った。
②近隣医療機関へ地域ケア会
議への参加呼びかけや連携に
努め、ネットワーク構築に努め
た。
③肥前精神医療センターと連
携・情報交換を行い、認知症の
受診勧奨に対する支援体制の
構築に努めた。

①民生委員協議会定例会や各
地区老人クラブ会合へ定期的に
参加し、ネットワークの構築を
図った。
②町内４地区における地域版い
きいき健康教室の実施を通し
て、地域住民への介護予防事業
の実施と普及啓発に努め、セン
ターの周知を行った。来年度は
新たに２地区において地域版い
きいき健康教室を実施する予定
である。

神
埼
市
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Ⅱ．指定介護予防支援業務における委託件数及び委託先事業所の状況 

 

直接 委託

1 佐賀 276 218 58

2 城南 264 227 37

3 昭栄 341 253 88

4 城東 347 297 50

5 城西 238 137 101

6 城北 317 278 39

7 金泉 149 89 60

8 鍋島 187 69 118

9 諸富・蓮池 200 195 5

10 大和 260 177 83

11 富士 75 67 8

12 三瀬 17 13 4

13 川副 256 179 77

14 東与賀 113 113 0

15 久保田 102 78 24

3,142 2,390 752

16 多久 285 173 112

285 173 112

17 小城北 333 261 72

18 小城南 196 192 4

529 453 76

19 神埼 234 188 46

20 神埼北 39 33 6

21 神埼南 175 175 0

448 396 52

22 吉野ヶ里 164 61 103

164 61 103

4,568 3,473 1,095

吉

野

ヶ

里

町 吉野ヶ里町　計

広域連合　計

多
久
市 多久市　計

小
城
市

小城市　計

神
埼
市

神埼市　計

市
町

包括名
請求件数（平成29年3月請求）

佐
賀
市

佐賀市　計
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佐
賀

城
南

昭
栄

城
東

城
西

城
北

金
泉

鍋
島

諸
富
・
蓮
池

大
和

富
士

三
瀬

川
副

東
与
賀

久
保
田

小
城
北

小
城
南

神
埼

神
埼
北

神
埼
南

58 37 88 50 101 39 60 118 5 83 8 4 77 0 24 112 72 4 46 6 0 103 1,095

佐賀市

あ 居宅介護支援事業所　青空 4 1 5 10

アイケア佐賀 2 1 3

居宅介護支援事業所ありんこ 2 1 1 4

ケアマネジメントサービス杏の樹 1 5 2 2 10

医療法人杏仁会　ケアセンターＡＮＺＵ 1 1

う 介護支援サービスセンター　うえむら 6 1 13 4 2 26

ウェルネス開成 2 1 3

え 介護支援サービスセンター　エバーグリーン 1 12 2 1 3 1 20

お 居宅介護支援事業所おそえがわ 1 1

か かほるケアサービス 7 5 12

き 居宅介護支援　紀水苑 2 2 4 1 6 3 18

居宅介護支援センターきはら 3 3

ケアセンターきぼう 1 3 4

きりん　居宅介護支援事業所　 2 1 4 1 10 3 1 22

け 居宅介護支援事業所ケアビレッジ夢咲 2 1 3

ケアパートナー佐賀居宅介護支援事業所 1 8 7 16

ケアマネジメントサービス　桂寿苑 1 3 1 3 24 6 38

居宅介護支援センターけやき荘 30 30

こ 神野診療所　ケアマジメントサービス 7 1 1 2 1 5 1 4 8 30

さ 佐賀市社会福祉協議会居宅支援事業所南部事業所 8 8

佐賀整肢学園・オークス 2 1 1 5 4 13

居宅介護支援事業所さくら 2 2 3 7

サンビューさが指定居宅介護支援事業所 1 3 5 9

し シオンの園ケアマネジメントサービス 1 1 4 2 23 10 41

居宅介護支援事業所春庵 2 3 1 7 13

しょうぶ苑居宅介護支援センター 1 3 3 10 17

徐福の里居宅介護支援事業所 1 3 9 13

居宅介護支援事業所　シルバーケア佐賀 5 5 1 9 1 7 1 1 18 48

シルバーケア三瀬居宅介護支援事業所 4 4

す 指定居宅介護支援事業所　すこやか 4 1 6 1 6 1 1 20

居宅介護支援事業所スマイル 1 2 2 4 9

せ ケアマネジメントサービス　セイジュ 1 2 7 2 12

扇寿荘　居宅介護支援 10 1 11

セントケア佐賀 1 1 3 3 1 1 3 13

た たすけあい佐賀ケアプランサービス 1 1

つ つぼみ荘 3 3

と トンボの里 2 9 11

な 居宅介護支援ながせ 1 6 1 1 9

居宅介護支援センターなんてん 2 4 1 7

なゆたの森ケアマネジメントサービス 6 1 7

南鴎荘 11 11

に ニチイケアセンターさが 2 2 3 1 8

ニチイケアセンターさがみなみ 3 1 4

ニチイケアセンター久保田 3 2 5

は 橋野医院居宅介護支援事業所 1 1 2

居宅介護支援事業所花みずき 1 1 4 7 3 2 3 21

ケアマネジメント花みずき 1 1 8 1 6 1 18

ひ 百武整形外科居宅介護支援事業所 1 2 2 10 1 16

ふ ケアマネジメントふじ 3 12 8 23

ケアプランふくふく 1 1 8 10

ふくろ 1 1

ふぁみりぃ里 1 1

み ｹｱｻﾎﾟｰﾄみずがえ 1 2 2 1 3 1 1 2 13

居宅介護支援事業所　南佐賀 2 7 4 1 4 1 1 1 2 1 24

め メイプルハウス居宅介護支援事業所 1 9 10

ら ライフエイド　ケアマネジメントサービス 1 2 1 17 21

り 居宅介護支援事業所リンクス 2 1 21 1 25

れ レインボー川副居宅介護支援センター 4 4

ろ ロザリオの園在宅支援サービス事業所 1 1 32 34

や ケアプランセンターやえみぞ 4 4

わ わかば 5 1 6

吉
野

ヶ
里

件
数
合
計

請求件数（平成29年3月請求）

委託先
の所在

地
居宅介護支援事業者 

佐賀市

多
久

小城市 神埼市
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多久市

け けいこう園居宅介護支援事業所 1 3 4

こ 剛友会居宅介護支援サービス 23 23

た 居宅介護支援センター多久いこいの里 27 1 28

多久市社会福祉協議会 21 21

て 天寿荘居宅介護支援サービス 17 17

ほ ホーム西渓ケアマネジメントサービス 7 7

ら ケアプランサービスライフ 5 5

小城市

あ あしはらの園介護保健相談室 7 7

き 共生の里居宅介護支援事業所 2 2

清水園居宅介護支援事業所 5 5

け 蛍水荘居宅介護支援事業所 7 7

ほ 鳳寿苑居宅介護支援事業所 1 13 14

も 孟子会居宅介護支援センター 1 1

神埼市

あ 居宅介護支援事業所ありんこ 1 2 4 7

う うぶすな居宅介護サービス 17 3 20

か 居宅介護支援事業所かんざき清流苑 3 8 3 14

神埼病院指定居宅介護支援事業 5 1 6

昌普久苑居宅介護支援事業所 6 6

す 居宅介護支援事業所翠晃 1 2 2 5

な 居宅介護支援事業所なごみ 3 2 5

吉野ヶ里町

さ さざんか園居宅介護支援事業所 5 5

に ニチイケアセンター吉野ヶ里 2 5 7

ひ ひらまつふれあいクリニック居宅介護支援事業所 2 34 36

め めたばる 4 4

ゆ ゆうあい 5 5

唐津市

お お世話宅配便 1 1

か からっと 1 1

白石町

さ 桜の園ケアプランサービスセンター 1 1

江北町

こ 古賀小児科内科病院 1 1

伊万里市

あ 居宅介護支援事業所あおぞら 1 1

三養基郡

い いなほの郷 3 3

お 居宅介護支援事業所　おおしま 1 4 5

そ そよ風居宅介護支援事業所 1 13 14

し 寿楽園　居宅介護支援事業所 1 1

の 野菊の里 9 9

は 花のみねケアプランサービス 1 1

福岡市

け ケアプランセンター宝満 2 2

北九州市

つ ツクイ若松高須 1 1

久留米市

み 明星苑居宅介護支援センター 1 1

小郡市

し シマダケアプランセンター 1 1



- 31 - 

 

◎平成２８年度 介護予防事業・任意事業の実施状況の集約 

Ⅲ 介護予防事業 

１ 二次予防事業 

（１）二次予防事業の対象者把握事業 

二次予防事業対象者を把握するため、基本チェックリストを郵送等により配布・

回収し、基本チェックリストの該当者を対象者として決定しました。 

基本チェックリスト配布数 １３，１６３人 

〃    実施者数 ９，７０１人 

〃    該当者数 ３，４６０人 

 

（２）通所型・訪問介護予防事業 

二次予防事業対象者を対象に、要介護状態となることの予防、悪化防止等を目的

として、通所型・訪問型介護予防事業を実施しました。 

介護予防プログラム 参加実人数 参加延人数 

通所型 

（単独） 

運動器の機能向上 ８５７人 １２，０５４人 

栄養改善 ５人 ３７人 

口腔機能の向上 ２８人 １８７人 

認知機能の低下（認知症）予防・支援 ９０人 １，１９８人 

通所型 

（複合） 

栄養改善と口腔機能の向上の組み合わせ ９８人 １９４人 

運動器の機能向上と認知機能の低下予

防・支援の組み合わせ 
５８人 ６２４人 

計 (実)１，００９人  １４，２９４人 

訪問型 うつ予防・支援 ４人 ６６人 

計 ４人 ６６人 

 

２ 一次予防事業 

介護予防に関する基本的な知識を啓発するための講演会、相談会、各種教室等を

開催しました。また、高齢者が社会参加活動を通した介護予防を推進することを目

的としたサポーティア事業を平成２４年１１月から開始しています。 

項目 事業名 開催回数 参加延人数 

介護予防 

普及啓発事業 

講演会 １回 ５５０人 

相談会等 ２８９回 ５，２７１人 

介護予防教室等 １，７０９回 ２８，２５２人 

その他 １，４９８回 １９，６０１人 
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地域介護予防

活動支援事業 

介護予防に関するボランティ

ア等の人材を育成するための

研修 

２０回 ２４０人 

介護予防に資する多様な地域

活動組織の育成及び支援 
２０５回 ７，２７７人 

社会活動を通じた介護予防に

資する地域活動の実施 
６，２６４回 １００，３７１人 

 

サポーティア事業 
登録者数 受入協力機関 

４３６人 ６８施設 

 

Ⅳ 任意事業 

１ 家族介護支援事業 

家族を介護する者が、介護の知識・技術の習得、外部サービスの適切な利用方法

を習得するための教室等の実施や常時紙おむつを使用している在宅高齢者（非課税

世帯等）を対象に紙おむつを支給しました。 

家族介護 

教室事業 

開催回数 参加者人数 

１０回 １９２人 

 

介護用品支給事業 
利用人数 

２７８人 

 

２ 成年後見制度利用支援事業 

 判断能力が不十分な認知症高齢者等で親族などによる後見など開始の審判の申

し立てを行うことができない方の市町村申立てにおいて、低所得の高齢者に対して

市町村申立てに要する費用や成年後見など係る報酬の助成等を行いました。 

市町村申立てに要する費用 報酬助成の件数 

１７件 ２０件 

 

３ 地域自立支援事業 

 栄養改善が必要な高齢者に対し、配食の支援を行うとともに、高齢者の安否確認

等その状況を定期的に把握する事業等を実施しました。 

配食サービス等活用ネットワーク事

業（高齢者の安否確認等） 

利用者数 利用回数 

３５０人 ５８，９５４回 
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項　目

実施箇所 実施回数 実人数 延人数

12 619 551 7,158

訪
問
型
介
護

予
防
事
業

うち検査・医師の判断等により参加可能とされた数

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携

本人・家族からの相談

特定健康診査等の担当部局との連携

生活機能評価（単独で実施）

郵送等による基本チェックリストの配布・回収

介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査

運動器の機能向上

①基本チェックリスト配布人数

②基本チェックリスト実施者数

③基本チェックリストの該当者（二次予防事業の対象者数）

要介護認定の担当部局との連携

訪問活動を実施している保健部局との連携

医療機関からの情報提供

（
再
掲

）
把
握
経
路

⑤二次予防事業の参加者数 551

認知症予防・支援 622

うつ予防・支援 653

24

④検査・医師の判断等が必要な者の数 24

（
再
掲

）
該
当
項
目

0

1,199

栄養改善 72

0

142

口腔機能の向上 750

閉じこもり予防・支援

実施者数（人）

5

2

0

0インターネットによる情報収集

0

511

178
二
次
予
防
事
業
対
象
者
把
握
事
業

5,168

4,231

1,659

民生委員からの情報提供

963

0その他

0

通
所
型
介
護

予
防
事
業

元気アップ教室

④　膝痛・腰痛対策のプログラム

⑦　①～③を組み合わせた複
合プログラム

⑧　その他の複合プログラム

⑥　その他のプログラム

平成２８年度　介護予防事業・任意事業　実施状況（佐賀市）

Ⅲ　介護予防事業の実施状況 

１　二次予防事業 （平成29年3月末）

⑤　認知症等の予防・支援プログラム

事業名 内　容

①　運動器の機能向上

②　栄養改善

③　口腔機能の向上
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項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加人数

生活情報誌
記事掲載

市民

市が実施している介護予防事
業、平成29年度からの佐賀市
の介護予防・日常生活支援総
合事業の案内を周知する。

モテモテさが
3回

月刊ぷらざ
2回

（健康教育）サロン・老人会・自
治会等、一般市民を対象に介
護予防の健康講話や実技指導
を行う。

141回 延3,205人

（健康相談）上記対象者に対し
て、血圧測定や相談事業を行
う。

54回 延460人

ものわすれ相談室
佐賀市に居住する
人またはその家族

専門の医師や相談員がもの忘
れについての相談対応を行い
必要に応じて適切な医療・介
護へ結びつける。

12回

脳いきいき健康塾
６５歳以上の高齢者
（要支援・要介護認
定者を除く）

簡単な計算や音読を習慣化す
ることと交流を図ることにより、
加齢に伴う脳機能の衰えを防
ぎ、日常行動の回復を目指す。

5会場
207回

実51人
延1,356人

地域版元気アップ
教室

６５歳以上の高齢者

運動機能向上に加え、栄養・口
腔の対象者への個別・全体指
導を地域の団地等で実施す
る。また、4か月の教室終了後
は自主活動として運動を継続し
てもらうことを前提としている。

7会場
112回

実138人
延1,728人

みんなで楽しく
転（ころ）ばん教室

６５歳以上の高齢者

厚生労働省が推奨する体操
（200g単位で調整可能なおもり
を付けて童謡等を歌いながら、
基本的な動作を繰り返しゆっく
りと行う体操を３カ月間、週１回
のペースで高齢者の足腰や肩
の筋肉をしっかりと鍛える。）

14会場
98回

実225人
延1,283人

音楽サロン教室 ６５歳以上の高齢者

参加者の時代背景にそった歌
唱を通じて、回想法を取り入れ
ながら昔の記憶を刺激すること
で脳の活性化を図り、打楽器の
合唱やミュージックフープを用
いた体操を行うことにより、社会
性の広がりを得る。

21会場
210回

実705人
延4,772人

脳若教室

65歳以上の高齢者
（介護保険の要支
援・要介護認定を受
けた人は除く）

認知症予防を目的に開発した
iPadを用いたトレーニングプログ
ラムを導入することで、認知機
能の改善を図る。

6教室
72回

実125人
延1,247人

（平成29年3月末）

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

高齢者健康
教育事業

６５歳以上の高齢者

２　一次予防事業
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にこにこ運動教室
（フォローアップ事業）

「にこにこ運動教
室」を修了し、運動
を取り入れた自主
活動を地域の公民
館で継続中の3年
目グループ、及び継
続の全グループ

・看護師による健康チェック
・転倒予防に関する運動指導
・健康ひろげ隊の協力
・ストレッチ及び筋力向上の実
技指導
・自主化活動継続指導
・継続グループの実績調査

フォロー２回
20グループ

実27人
延27人

佐賀市運動教室
（フォローアップ事業）

（地域版）元気アッ
プ教室終了後自主
グループ

（地域版）元気アップ教室終了
後、自主化したグループをフォ
ローするため、自主化した翌年
度末まで運動教室を開催する。

16会場
97回

延1,585人

介護予防教室
自主グループ支援

にこにこ運動教室、
（地域版）元気アッ
プ教室、転ばん教
室終了後、自主化
したグループ

にこにこ運動教室、（地域版）元
気アップ教室、転ばん教室終
了後、自主化したグループを
フォローするため、指導を行う。 136回 延1,810人

介護予防支援者
養成事業

にこにこ運動教室・
（地域版）元気アッ
プ教室自主グルー
プのお世話人

にこにこ運動教室、（地域版）元
気アップ教室の支援者の養成・
育成および支援者同士の交流
機会を提供し、支援者が活動を
継続できるよう技術的・精神的
フォローを行う。

4会場
8回

延209人

老人センター各種
講座事業

申し込みをされた市
内在住の６０歳以上
の方

一般教養、郷土史、健康づく
り、園芸等の講座。

①巨勢20回
②金立12回
③平松72回

①実54人
　 延1,080人
②実45人
　 延540人
③実65人
　 延4,680人

趣味の作品展 ６０歳以上の高齢者

高齢者の趣味による作品を募
集し、展示することによって、高
齢者の創作意欲の向上と文化
活動への参加を促し、高齢者
の生きがいづくりと認知症予防
など健康の増進を図る。

出品数
231点

高齢者スポーツ大会 ６０歳以上の高齢者

スポーツ大会を通じて、高齢者
の健康増進及び社会活動への
参加意欲の向上を図る。

延5,989人

高齢者ふれあい
サロン事業

おおむね６０歳以上
の一人暮らしや虚
弱な高齢者等（対
象者）と地域のボラ
ンティア等の協力者
で構成され、活動し
ているサロン

地域のボランティア団体等が、
家に閉じこもりがちな一人暮ら
しや虚弱な高齢者等に対し、
地域の公民館や集会所等にお
いて各種サービスを提供する。 219サロン

3,710回 延64,604人

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

地
域
介
護
予
防
活
動
支
援
事
業
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項目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

認
知
症
高
齢
者

見
守
り
事
業

徘徊高齢者
家族支援事業

本市に住所を有す
る認知症もしくは若
年性認知症、又は
これらと同程度の
状態と認められる
者を介護している
家族

民間企業が実施するGPS装置を
利用した位置情報提供サービス
に加入する際に必要な初期費用
（加入料金+バッテリー充電器代
金）を補助する。

交付件数4件

家
族
介
護
継
続

支
援
事
業

介護用品
支給事業

(1)佐賀市に居住し
ている者
(2)要介護度４又は
５と判定された者
(3)市県民税非課
税世帯に属する者
(4)在宅生活にお
いて紙おむつ等が
必要な者
(5)生活保護受給
者でない者

常時紙おむつを使用している在
宅高齢者に対し紙おむつを支給
する。

実202人
延798人

項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 回数等 参加者数

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

成年後見制度利
用支援事業

①認知症等によ
り、判断能力が低
下した65歳以上の
高齢者のうち、申
立を行う者が現に
いない者。
②成年後見制度の
利用にあたり、報酬
を負担することが困
難である者。

①判断能力が不十分な痴呆性高
齢者の福祉の増進を図るため，
佐賀市長が審判の請求を行うも
の。
②成年後見制度の利用にあたり、
成年後見人等への報酬を負担す
ることが困難な者に対し、報酬の
助成を行うもの。

①申立　16件
②助成　20件

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー

等
養
成
講
座

認知症
サポーター
養成講座

小学校高学年以上
の地域住民

認知症とはどういうものなのか、認
知症の症状などを正しく理解し、
地域で適切な対応・支え合いが
できるように90分程度の講座を実
施。

41回 1,528人

地
域
自
立
生
活

支
援
事
業

安否確認事業

おおむね６５歳以
上の単身世帯、高
齢者のみの世帯又
はこれに準ずる世
帯に属する高齢者
等であって、安否
確認が必要な者

安否確認が必要な高齢者等に対
して、定期的に居宅に訪問し、当
該利用者の安否を確認し、異常
等があった場合は関係機関等へ
の連絡等を行う

5,066回
実61人
延476人

Ⅳ　任意事業の実施状況 

１　家族介護支援事業 （平成29年3月末）

２　その他の事業
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項　目

実施箇所 実施回数 実人数 延人数

1 51 51 870

1 102 40 776

訪
問
型
介
護

予
防
事
業

1 66 4 66

うち検査・医師の判断等により参加可能とされた数

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携

本人・家族からの相談

特定健康診査等の担当部局との連携

生活機能評価（単独で実施）

郵送等による基本チェックリストの配布・回収

介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査

運動器の機能向上

①基本チェックリスト配布人数

②基本チェックリスト実施者数

③基本チェックリストの該当者（二次予防事業の対象者数）

要介護認定の担当部局との連携

訪問活動を実施している保健部局との連携

医療機関からの情報提供

（
再
掲

）
把
握
経
路

⑤二次予防事業の参加者数 91

認知症予防・支援 199

うつ予防・支援 139

0

④検査・医師の判断等が必要な者の数 0

（
再
掲

）
該
当
項
目

0

222

栄養改善 22

0

34

口腔機能の向上 224

閉じこもり予防・支援

実施者数（人）

0

0

0

0インターネットによる情報収集

0

4

57
二
次
予
防
事
業
対
象
者
把
握
事
業

2,298

1,430

399

民生委員からの情報提供

90

65その他

183

通
所
型
介
護

予
防
事
業

おたっしゃクラブ

思い出クラブ

④　膝痛・腰痛対策のプログラム

⑦　①～③を組み合わせた複
合プログラム

⑧　その他の複合プログラム

はればれ訪問

⑥　その他のプログラム

平成２８年度　介護予防事業・任意事業　実施状況（多久市）

Ⅲ　介護予防事業の実施状況 

１　二次予防事業 （平成29年3月末）

⑤　認知症等の予防・支援プログラム

事業名 内　容

①　運動器の機能向上

②　栄養改善

③　口腔機能の向上
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項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

CATVを使った
介護予防体操
の普及

65歳以上の市民全
般

高齢者が親しみやすい「365歩
のマーチ」の曲に合わせた多久
市オリジナルの体操をCATVを
使って1日３回放映する。また、
出前講座にてその体操の普及
を図る。

出前講座2回
CATV5回

一日3回放映

地域包括支援
センターだより
の発行

65歳以上の市民全
般

市報の中に高齢者向けのペー
ジを設け、介護予防を中心に介
護保険や福祉事業の啓発も盛
り込み、毎月情報を発信する。

年間12回
毎月２頁

介護予防啓発
ポスターの配布

65歳以上の市民全
般

高齢者に介護予防への関心を
高めてもらえるようにポスターを
作成。今年度より取り組んだ主
体的な体操の取り組みとしてい
きいき百歳体操事業を広く知っ
てもらえるように、百歳体操のポ
スターを作成。

100枚

脳トレ教室
65歳以上の市民全
般

基本チェックリストで認知の3項
目に一つでも該当した人につ
いて、ゲーム機を使って脳ト
レーニングをする。また、計算問
題や漢字問題等の宿題を持ち
帰り、自宅でも脳トレーニングを
行っていく。

週2回
延71回

実7人
延146人

げんきアップ
さー来る

65歳以上の市民全
般

インストラクターの指導のもと、
柔軟性や筋力アップのための
運動を行うとともに参加者同士
の交流を図る。

週2回
延81回

実58人
延1,450人

パソコン教室
65歳以上の市民全
般

市内の高齢者を対象に、認知
症予防や生きがいづくりとして、
年4回1コース5回開催

20回
実57人
延267人

いきいき百歳体操
教室

65歳以上の市民全
般

高齢者が歩いて通える場に集
い、主体的に介護予防に資す
る体操と茶話会などを行い、筋
力・体力アップと社会参加がで
きる教室を開催する。

2会場 実36人

お達者クラブ２

運動器の機能向上
が必要な方で、二
次予防事業のお
たっしゃクラブを卒
業された方

おたっしゃクラブに準ずる

週1回
延51回

実43人
延792人

思い出クラブ２

もの忘れ予防が必
要な方で、二次予
防事業の思い出クラ
ブを卒業された方

思い出クラブに準ずる

週2回
延102回

実37名
延705人

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

２　一次予防事業 （平成29年3月末）
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地域住民グループ
支援

65歳以上の独居高
齢者

日常生活の声かけ、安否確認
を通して地域ボランティアネット
ワークの構築と人材育成を図
り、地域に福祉力を向上させ
る。

69地区 延670人

いきいきふれあい
サロン事業

65歳以上の市民全
般

市民が主体的に通いの場を設
け、介護予防に資する活動へと
つながることを目的に立ち上げ
支援や介護予防活動の指導・
助言を行う。

13サロン 延1,583人

趣味の作品展
65歳以上の市民全
般

日頃の老人クラブ活動や、好齢
大学院等の講座における作品
を発表・展示することで社会参
加を促進し、生きがいづくりや
介護予防につながる生涯学習
への意識を高揚することを目的
として実施

1回
実39人
出品数47点

高齢者スポーツ大会
65歳以上の市民全
般

スポーツ大会を通じて、継続的
な運動と健康維持につなげ、
介護予防の意識づけを行う。
・ゲートボール大会
・グランドゴルフ大会
・スポーツ大会

3回 延500人

各種講座
65歳以上の市民全
般

老人クラブ活動を様々な観点か
ら広げ、介護予防に資する生き
がいづくりを行う。

921回 延10,121人

地
域
介
護
予
防
活
動
支
援
事
業
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項目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

介
護
教
室
の
開
催

家族介護教室 市民全般

介護に関する専門的知識を持つ
外部講師や包括スタッフによる講
義・体験形式で、高齢者が在宅
生活を継続されるための介護方
法、介護予防、介護者の健康づく
り等に関する知識・技術を習得さ
せる。

5回
73人

家
族
介
護
継
続
支
援
事
業

紙おむつ
クーポン
支給事業

①要介護４又は５
に相当する在宅の
高齢者で市県民税
非課税世帯の者②
常時失禁状態の在
宅の高齢者を介護
している家族で生
計中心者の前年所
得税が非課税の世
帯

介護負担軽減のためにひと月に
つき5,000円分の紙おむつクーポ
ン券を支給する。

実25人
述211人

２　その他の事業

項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 回数等 参加者数

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

成年後見制度
利用支援事業

市長申立てを行う
高齢者及び家庭裁
判所より成年後見
人等が選任された
高齢者のうち、生
活保護受給者及び
これに準ずる者、
申立て費用等の負
担が困難であると
市長が認める者。

市町村申立てに係る低所得高齢
者への成年後見制度申立てに要
する経費や成年後見人等の報酬
助成等を行う。

0件

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー

等
養
成
講
座

認知症
サポーター
養成講座

講座を希望する団
体や市より開催の
案内をした団体等

キャラバンメイトによるサポーター
養成講座の開催

５回 １４３人

地
域
自
立
生
活

支
援
事
業

配食サービス等
活用ネットワーク
事業

65歳以上の単身世
帯、高齢者のみの
世帯及びこれに準
ずる世帯であり、心
身等の障害により、
調理困難、安否確
認が必要な者

心身の障害等により、安否確認を
要す、また調理が困難であったり
する者に対して弁当を手渡し配
布し、見守りと食確保による栄養
改善を行う。 18,667回 実69人

Ⅳ　任意事業の実施状況 

１　家族介護支援事業 （平成29年3月末）
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項　目

実施箇所 実施回数 実人数 延人数

5 99 172 2,832

1 6 1 6

1 14 13 151

訪
問
型
介
護

予
防
事
業

うち検査・医師の判断等により参加可能とされた数

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携

本人・家族からの相談

特定健康診査等の担当部局との連携

生活機能評価（単独で実施）

郵送等による基本チェックリストの配布・回収

介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査

運動器の機能向上

①基本チェックリスト配布人数

②基本チェックリスト実施者数

③基本チェックリストの該当者（二次予防事業の対象者数）

要介護認定の担当部局との連携

訪問活動を実施している保健部局との連携

医療機関からの情報提供

（
再
掲

）
把
握
経
路

⑤二次予防事業の参加者数

認知症予防・支援 202

うつ予防・支援 177

17

④検査・医師の判断等が必要な者の数 17

（
再
掲

）
該
当
項
目

0

306

栄養改善 15

111

38

口腔機能の向上 225

閉じこもり予防・支援

実施者数（人）

0

0

0

0インターネットによる情報収集

0

0

12
二
次
予
防
事
業
対
象
者
把
握
事
業

950

950

485

民生委員からの情報提供

362

0その他

0

通
所
型
介
護

予
防
事
業

元気アップ教室

歯っぴーらいふ教室

脳いきいき教室

④　膝痛・腰痛対策のプログラム

⑦　①～③を組み合わせた複
合プログラム

⑧　その他の複合プログラム

⑥　その他のプログラム

平成２８年度　介護予防事業・任意事業　実施状況（小城市）

Ⅲ　介護予防事業の実施状況 

１　二次予防事業 （平成29年3月末）

⑤　認知症等の予防・支援プログラム

事業名 内　容

①　運動器の機能向上

②　栄養改善

③　口腔機能の向上
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項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

広報誌発行 市民

広報さくらに毎月介護保険の内
容や介護予防についての記事
を掲載している。

12回
発行部数
187,560部

介護予防体操普及
（あ～も体操）

市民

ＣＤ、ＤＶＤ、カセットの無料配
布の実施。サロンや老人クラ
ブ、認知症予防教室等で高齢
者へ体操の普及を行う。

14回 延489人

介護予防教室
（ヤングシニア教室）

65歳以上～74歳の
高齢者

運動・健康・福祉情報・認知
症・医療といった様々な分野
を、総合的に学習し介護予防を
行なう。

13回 延266人

介護予防教室
（ｱｸﾃｨﾌﾞｼﾆｱ教室）

75歳以上の高齢者

認知症予防・閉じこもり予防・交
流活動を主なテーマとした介護
予防を行なう。

12回 延262人

健康づくり講座
小城市老人クラブ
参加者

認知症予防や健康づくりに関
する講演や研修会及び高齢者
自身による学習活動を実施す
る。

40回 延1,317人

オレンジ大学
(認知症予防教室）

65歳以上の高齢者

H25より5年間の継続事業とし
て、認知症予防の運動実技と
座学（料理、音楽、短歌、パソコ
ン）を実施する。

50回
実67人
延997人

いきいき百歳体操
(運動教室）

65歳以上の高齢者

重りを使っての体操で筋トレを
目的に実施し、住民主体の通
いの場として継続させる。

500回
実239人
延7,754人

元気アップ教室
（運動機能向上）
フォローアップ事業

65歳以上の高齢者
で運動機能向上事
業を卒業した者

特定高齢者の運動機能向上事
業を卒業し、一般高齢者となっ
た者を対象に運動を実施する。 24回

実99人
延1,997人

高齢者生きがい
づくり講座

65歳以上の高齢者
で生きがいづくりに
興味のある者

趣味や教養、情報・知識などの
提供し、生きがいづくりを支援
する講座を開催する。

145回
11講座

実220人
延1,798人

高齢者スポーツ大会
小城市老人クラブ
参加者

体力づくりのためのスポーツ大
会を開催する。

5回 延438人

小城市高齢者
安心ネットワーク

65歳以上の高齢者

高齢者が住みなれた地域で安
心して暮らせるように、地域の
人々や団体、事業所等と地域
包括支援センターが連携をとり
ながら、情報交換を行う。

78回 延1,637人

高齢者ふれあい
サロン事業

各地区の高齢者

保健センター、地区公民館に
おいて、閉じこもりがちな高齢
者を対象にゲームや健康体操
等を行う。

1,312回 延8,915人

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

地
域
介
護
予
防
活
動
支
援
事
業

２　一次予防事業 （平成29年3月末）
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項目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

介
護
教
室

の
開
催

認知症高齢者
ふれあいサロン

高齢者を現に介護
している家族や近
隣の援助者等

認知症予防の生活リハビリを体験
して、地域のふれあいサロンや日
常生活に取り入れてもらう学習の
機会とした教室を開催した。

3教室 実77人

家
族
介
護
継
続

支
援
事
業

介護用品
支給事業

要介護4・5かつ市
民税非課税世帯

常時紙おむつを使用している在
宅高齢者に対し、紙おむつクー
ポン券を支給する。（月の内、半
数以上在宅であることが支給の条
件である）

実14人

項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 回数等 参加者数

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

成年後見制度
利用支援事業

市民

高齢者虐待事案で市長申立てを
行ったが、本市の要綱では、申立
費用及び後見人への報償等の補
助も実施できる。 申立　1件

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー

等
養
成
講
座

認知症
サポーター
養成講座

市民

認知症の方と家族を地域でサ
ポートするための研修を実施す
る。

6回 延207人

配食サービス等
活用ネットワーク
事業

食事の確保が困難
な65歳以上の一人
暮らしや高齢者の
みの世帯

在宅高齢者への配食サービス

16,738回 実68人

老人クラブ
健康教室

各地区の老人クラ
ブ会員

希望される老人クラブを対象に各
地区の公民館等において、介護
予防等の健康教育を実施

26回 延570人

地
域
自
立
生
活

支
援
事
業

Ⅳ　任意事業の実施状況 

１　家族介護支援事業 （平成29年3月末）

２　その他の事業
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項　目

実施箇所 実施回数 実人数 延人数

2 94 83 1,194

34 5 37

47 27 181

48 37 271

訪
問
型
介
護

予
防
事
業

事業名 内　容

①　運動器の機能向上

②　栄養改善

③　口腔機能の向上

④　膝痛・腰痛対策のプログラム

⑦　①～③を組み合せた複合
プログラム

⑧　その他の複合プログラム

⑥　その他のプログラム

⑤　認知症等の予防・支援プログラム

実施者数（人）

通
所
型
介
護

予
防
事
業

しゃんしゃん教室

二
次
予
防
事
業
対
象
者
把
握
事
業

1,690

1,347

469

民生委員からの情報提供

433

2

0

0

0

0

インターネットによる情報収集

その他

0

1

31

207

6

④検査・医師の判断等が必要な者の数 6

0

2

311

栄養改善 21

0

訪問活動を実施している保健部局との連携

医療機関からの情報提供

口腔機能の向上

（
再
掲

）
把
握
経
路

76

⑤二次予防事業の参加者数 83

認知症予防・支援 215

うつ予防・支援

うち検査・医師の判断等により参加可能とされた数

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携

本人・家族からの相談

特定健康診査等の担当部局との連携

生活機能評価（単独で実施）

郵送等による基本チェックリストの配布・回収

介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査

運動器の機能向上
（
再
掲

）
該
当
項
目

平成２８年度　介護予防事業・任意事業　実施状況（神埼市）

Ⅲ　介護予防事業の実施状況 

１　二次予防事業 （平成29年3月末）

238

閉じこもり予防・支援

①基本チェックリスト配布人数

②基本チェックリスト実施者数

③基本チェックリストの該当者（二次予防事業の対象者数）

要介護認定の担当部局との連携
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項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

地域支援だよりの
発行

市内全世帯
介護予防に関する情報の提供
や教室の紹介。

2回
11,550部

健康相談及び
学習会

65歳以上の一般高
齢者

地区の公民館や集会場を利用
して血圧測定や介護予防相
談・介護予防学習会を実施。

【健康相談】
22ヶ所
42回

【健康教育】
13ヶ所
15回

【健康相談】
実385人
延747人

【健康教育】
実309人
延350人

筋力アップ養成塾
65歳以上の一般高
齢者

運動器の機能向上プログラム
（運動指導士による集団的指
導）

72回
実155人
延2,094人

高齢者ふれあい
サロン事業

一人暮らしや閉じこ
もりがちな高齢者等

地区の公民館や集会場を利用
し、社会福祉協議会に委託し
て、介護予防と生きがいづくりを
促す。

100回 延1,825人

おたっしゃいきいき
クラブ事業

要支援、要介護認
定を受けていない
65歳以上の一般高
齢者

通所により日常の動作訓練等
の各種サービスを提供し、高齢
者の社会的孤立感の解消を図
るとともに運動を通して介護予
防を図ることで、自立した生活
の助長を図る。

22箇所
延831回

実304人
延9,451人

神埼市「運動機能
向上フォローアップ
教室」

65歳以上の一般高
齢者で二次予防高
齢者通所型が終了
した方

二次予防通所型維持・改善し
終了した方の運動機能低下予
防及び維持向上を目的として
6ヶ月間実施する。

93回
実64人
延901人

ボランティア
ヘルパー

老人クラブ会員から
ボランティアヘル
パーとして選任され
た方

独居や高齢世帯の方の訪問や
ごみ出し、庭の掃除、通院介助
等のボランティア活動を実施。 研修　3回

研修会
延235人
訪問活動
延2,874人

世代間交流事業
(子どもたちとの交流)

老人クラブ会員

子どもとの交流など、老人クラ
ブの活動の支援(グランドゴル
フ、昔あそび、ふれあい細工、
交流会等)を行うとともに介護予
防及び生きがいにつなげる。

4回 延865人

地域リーダー養成（い
きいき教室）

65歳以上の地域の
リーダー的役割を担
う方

運動器機能向上、栄養改善、
口腔機能向上プログラム等を通
して、介護予防に関する理解を
深め、地域でリーダーとして活
躍できる人材を育成するために
講座を開催。

18回
実56人
延204人

地域リーダー養成
終了者のフォロー
教室

前年度までにリー
ダー養成講座を修
了した方

介護予防の知識と地域リー
ダー育成のため、運動指導士、
栄養士による運動器の機能向
上、栄養改善プログラムの復
習。

2回
実36人
延36人

介護予防教室
（モデル３地区）

各町でモデルとなっ
た地区の高齢者

各町のモデルとなる地区で高
齢者の居場所づくりや通いの場
などの地域の先進的な取組を
支援する。

34回
実76人
延515人

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

地
域
介
護
予
防
活
動
支
援
事
業

２　一次予防事業 （平成29年3月末）
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項目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

家
族
介
護
継
続

支
援
事
業

紙おむつ
支給事業

在宅寝たきり
高齢者

紙おむつクーポン券の支給
毎月1人5,000円、年額60,000円
上限 実37人

延280人

項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 回数等 参加者数

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

神埼市成年後見
制度における成
年後見人等の報
酬助成事業

判断能力が十分で
はない高齢者であ
り、かつ経済的困
窮等により、成年
後見人等に対して
報酬を支払うことが
困難である高齢
者。

経済的に困窮している成年被後
見人等が成年後見人等に支払う
報酬の全部又は一部を助成す
る。

0件

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー

等
養
成
講
座

認知症
サポーター等
養成講座

地域住民等 認知症に対する正しい理解や認
知症の人に対する接し方を学習
する場として講座を開催

10回 延242人

地域自立生活
支援事業

65歳以上の単身世
帯・高齢者のみ世
帯

週5回を限度として見守りが必要
な高齢者に対して、食の自立を
支援。

11,738回
実100人
延796人

神埼市救急医療
情報キット
配付事業

65歳以上の単身世
帯、高齢者のみ世
帯、日中高齢者の
みとなる世帯、65
歳未満で要介護認
定を取得されてい
る方

緊急連絡先・持病・かかりつけ医
等を記載した情報用紙や健康保
険証の写しなどを入れた情報キッ
トを作成し、自宅の冷蔵庫の扉に
設置。万が一の時、救急隊員が
情報キットを活用し、迅速かつ適
切な救急医療活動を行うための
ツールとして活用する。

延221人

地
域
自
立
生
活
支
援
事
業

Ⅳ　任意事業の実施状況 

１　家族介護支援事業 （平成29年3月末）

２　その他の事業
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項　目

実施箇所 実施回数 実人数 延人数

4地区
（①萩原②上石動③横田

④乙の馬手）

20 98 194

4地区
（①萩原地区、②上石動
地区、③横田地区、④乙

の馬手・下藤・田中地区）

64 58 624

訪
問
型
介
護

予
防
事
業

④　膝痛・腰痛対策のプログラム

⑤　認知症等の予防・支援プログラム

⑥　その他のプログラム

食べてみがいて
歯っぴい教室

（栄養改善、口腔機能向上）

いきいき健康クラブ
（運動機能向上、認知症予

防支援）
⑧　その他の複合プログラム

⑦　①～③を組み合わせた複
合プログラム

事業名 内　容

通
所
型
介
護

予
防
事
業

①　運動器の機能向上

②　栄養改善

③　口腔機能の向上

④検査・医師の判断等が必要な者の数 0

うち検査・医師の判断等により参加可能とされた数 0

⑤二次予防事業の参加者数 98

188

閉じこもり予防・支援 42

認知症予防・支援 188

うつ予防・支援 100

インターネットによる情報収集 0

その他 0

（
再
掲

）
該
当
項
目

運動器の機能向上 193

栄養改善 36

口腔機能の向上

生活機能評価（単独で実施） 0

郵送等による基本チェックリストの配布・回収 448

介護保険事業計画策定に係る日常生活圏域ニーズ調査 0

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携 0

本人・家族からの相談 0

特定健康診査等の担当部局との連携 0

0

訪問活動を実施している保健部局との連携 0

医療機関からの情報提供 0

民生委員からの情報提供 0

二
次
予
防
事
業
対
象
者
把
握
事
業

①基本チェックリスト配布人数 3,029

②基本チェックリスト実施者数 1,743

③基本チェックリストの該当者（二次予防事業の対象者数） 448

（
再
掲

）
把
握
経
路

要介護認定の担当部局との連携

平成２８年度　介護予防事業・任意事業　実施状況（吉野ヶ里町）

Ⅲ　介護予防事業の実施状況 

１　二次予防事業 （平成29年3月末）

実施者数（人）
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項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

パンフレット配布、
各地区出前講座

出前講座対象地
区、他開催事業参
加者

①介護予防に関するリーフレッ
トの配布
②吉野ヶ里町健康福祉フェスタ
におけるチラシ配布
③出前講座
④介護予防普及啓発リーフレッ
ト（ウェットティッシュ）の配布

①1,325部
②100部
③4回/年
④600個

もの忘れ相談室
もの忘れの不安があ
る人・家族

認知症の専門医による相談事
業。月1回。軽度認知症の早期
発見や、その後専門医の受診
等の適切なケアに結びつけて
いる。

11回 20人

健康体操教室 65歳以上の高齢者

4カ所で自主的に実施。
①ふれあい館：1回/週、②きら
ら館：2回/月、③目達原公民
館：2回/週、④吉田公民館：2
回/週

112回
実100人程度
延2,277人

認知症予防教室
一次予防事業対象
者

①高齢男性のための簡単料理
教室　全12回
（H28年10月～H29年1月）
②ガーデニング教室　全12回
（H28年10月～H29年３月）
③生け花教室　全12回
（H28年10月～3月）

36回

① 実15人
　  延157人
② 実25人
　  延240人
③ 実12人
　  延122人

介護予防
薬膳料理教室

65歳以上の高齢者

H29年2月23日（木）
健康体操教室参加者と食生活
改善推進協議会が協力して実
施。

1回 85人

フォローアップ教室
「ますます元気塾」

二次予防事業（いき
いき健康クラブ）を
終了された方

H28年5月～7月（1回/週）の全
12回実施。二次予防事業終了
後も継続的に介護予防と外出
の機会を得られ、自宅での健康
的な生活を維持できることを目
的とする。

１２回
実11人
延116人

おたっしゃクラブ
おたっしゃクラブ登
録者

おたっしゃクラブ登録者に対し
て、介護予防に資する各種メ
ニュー（運動機能向上、脳ト
レーニング、健康体操、口腔体
操等）を行い、健康の維持・増
進に努める。

実施50日
（月・火・木・

金）

実111人
延392人

地
域
介
護
予
防

活
動
支
援
事
業

高齢者サークル
活動支援事業

高齢者サークル会
員

各種高齢者サークル活動

571人
32サークル

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業

２　一次予防事業 （平成29年3月末）
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項目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 開催回数 参加者数

介
護
教
室
の
開
催

家族介護者教室

在宅で要介護者等
を現に介護してい
る方や介護や福祉
に興味がある方

①H29年1月23日（月）
　「笑う門には福来たる」
　～笑いヨガでストレス解消～

②H29年2月14日（火）
　「ゆとりある老後のために」
　～知っておきたい遺言・相続の話～

2回 42人

各関係機関との連携により、高齢
者のあらゆる問題に対しての予
防・早期発見・早期対応の実現を
目指す。また、各構成機関との会
議等を通して幅広い視点を踏ま
え、よりよい高齢者支援における
政策形成に活かす。

推進協議会
１回

14人

H29年2月17日　協議会開催
H28年7月25日　協定締結式

協定2事業所
鳥栖郵便局
神埼郵便局

在宅で要介護者等
を現に介護してい
る家族

介護者相互の交流とリフレッシュ
を兼ねたバスハイクを実施した。
H28年10月19日（水）
　　行き先～日田市～

1回 11人

要介護者等を現に
介護している家族

介護者同士が日頃の悩みなどを
共有し交流できる場をもうけた。
H28年5月19日（木）
H28年9月30日（金）
H29年3月23日（木）

３回 22人

介護用品支給
事業

在宅の概ね65歳以
上の高齢者で、常
時失禁状態にある
方。※対象者世帯
の生計中心者が所
得税非課税に限
る。

常時紙おむつを使用している在
宅高齢者に対し紙おむつを支
給。経済的負担の軽減と対象者
への福祉の向上を図る。

0人

項　目 事　業　名 対　象　者 実　施　内　容 回数等 参加者数

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援
事
業

成年後見制度
利用支援事業

町長申立て費用及
び利用報酬助成に
係る低所得の認知
症高齢者等

①市町村申立てに係る低所得の
高齢者に係る成年後見制度の申
立てに要する経費
②成年後見人等の報酬の助成等

①申立　0件
②助成　0件

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー

等
養
成
講
座

認知症
サポーター
養成講座

町民、及び町内で
仕事をしている人

7/20（水）ｼﾙﾊﾞｰﾍﾙﾊﾟｰ72人
9/13(火)上中杖上分老人ｸﾗﾌﾞ9人

10/14（金）三田川小4年生34人
10/21（金）三田川小4年生67人
11/24（木）東脊振小4年生76人
3/13（月）民生児童委員29人

6回 287人

地
域
自
立
生
活

支
援
事
業

食の自立支援
事業

65歳以上の単身世
帯・高齢者のみ世
帯で調理が困難な
者

毎週月～土曜日の週6回を限度
として食の自立を支援。また，安
否確認を行い、利用者の健康状
態、生活実態を把握した。

延6,745回
実52人

（登録者84人）

Ⅳ　任意事業の実施状況 

１　家族介護支援事業 （平成29年3月末）

２　その他の事業

家
族
介
護
継
続
支
援
事
業

家族介護者
交流会

認
知
症
高
齢
者

見
守
り
事
業

吉野ヶ里町
ふれあい
ネットワーク事業

吉野ヶ里町に在住
する高齢者等


